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 午前１０時００分 開  議 

 

○島軒純一議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員23名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第３号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○島軒純一議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可します。 

  一つ、日本一の学校給食を目指して外１点、23

番小久保広信議員。 

  〔２３番小久保広信議員登壇〕（拍手） 

○２３番（小久保広信議員） おはようございます。 

  一般質問２日目になりまして、トップバッター

を務めます市政クラブの小久保です。 

  いつも午後からの質問が多いわけですが、久々

の午前中ということで、気合いを入れて質問を

したいというふうに思います。当局の皆さんも

お疲れではないというふうに思いますので、簡

潔で明瞭な答弁をお願いいたします。 

  また、お忙しい中を傍聴においでいただきまし

て、心から感謝を申し上げます。ありがとうご

ざいます。 

  さて、私の31回目の一般質問は、１つは日本一

の学校給食を目指してと、臨時・嘱託職員の待

遇と安定雇用についてです。 

  初めに、日本一の学校給食を目指してでありま

すが、最近いろいろと学校給食にまつわるお話

をお聞きしますと、本市の学校給食を取り巻く

状況が以前と比べて大きく変わった印象を受け

ています。ことしになって、学校給食をつくっ

ている調理師さんに対し、今後の仕事のモチベ

ーションが大きく下がってしまうような当局か

らの話や、ことしから退職者の補充をする話が

なかなか進まないこと、長い人で27年にもわた

って嘱託職員という身分で学校給食をつくり続

けてきた人を解雇するような動きがあったりし

ていますが、米沢市はこの学校給食をどのよう

な位置づけとして考えておられるのかお伺いし

ます。 

  平成24年９月議会で、学校給食の位置づけにつ

いてお聞きしたときは、教育長から「学校給食

は児童生徒が健全な食生活をみずから営むこと

ができる知識や、食にかかわる人々への感謝、

伝統的な食文化についての理解を深めるなど、

学校教育活動の一環として重要なものである」

と答弁されております。２年たって、この位置

づけが変わってしまったのでしょうか。お伺い

をいたします。 

  次に、学校給食における地産地消の現状と、今

後の見通しについてであります。 

  さきの９月定例会決算委員会で、学校給食の食

材における地場物の使用についての質問に、農

林課長から「平成25年度の数字で市全体で置賜

産の使用率ですが野菜が30.5％、果物が20.4％

で、学校間でのばらつきでは野菜については一

番使用率の高いところが54.9％、一番低いとこ

ろが17.4％、果物が一番高いところが37.5％、

低いところが4.6％というようにばらつきがある。

傾向としては、小規模校については近隣の地域

の農家さんとの取引もあるということがあって、

高い傾向にある。大規模校については低いとい

う傾向にある」との答弁がありました。 

  以前から小規模校、周辺の学校について高いと

いうのは調理師さん方の努力があって、直接保

護者などの農家さんとやりとりの中で地場物を

使ってきた成果のあらわれであります。中心部

の学校においても地場物の使用率を高めるには

いろいろな策があると思います。以前からお話

をしておりますが、山形市ではジャガイモを計

画的に、ことしの量はこれくらいと農家に頼ん

でいるということもあります。本市としてもそ
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ういった取り組みができるのではないか、せめ

て３割ぐらいになるような取り組みが必要だと

思いますが、その解消策について、これも決算

委員会で質問いたしましたが、農林課長からは

「農林課と教育委員会が連携して、青果市場を

介しての学校給食への地場産野菜共同購入の取

り組みをして、平成24年から本格的に進められ、

平成24年度は７品目、25年度は９品目、そして

今年度は12品目と品目をふやしています。その

取り組みを進めることで、大規模校も含めた全

体的な地場産野菜、果樹の使用率の向上を目指

していきたいと考えています。ただ、大量に使

うジャガイモやタマネギについても、ぜひ地場

産でそろえたいというような考えもあるので、

野菜の生産振興とあわせて今後検討していきた

いというふうに思っています」という答弁があ

りました。 

  教育委員会として、地場物を使うことに対する

施策をどのように考えておられるのかお伺いし

ます。また、学校間における地場物の使用率に

大きな開きがあることについて教育委員会とし

てどう考えておられるのかお伺いいたします。 

  ３点目の学校給食による食育についてお伺いし

ます。 

  ウコギや雪菜などの伝統野菜だけでなく、さま

ざまな地場物の使用や、自分たちがつくった野

菜を学校給食に取り入れるなど、学校給食にお

ける地産地消が以前から比べて進んでいる現状

を踏まえて、食育の教材としての学校給食を有

効に活用していく必要があると思いますが、ど

のように考えておられるのかお伺いいたします。 

  さらに、教育委員会としての「学校における食

育の目標と基本方針」を平成23年４月に定め、

食育が行われていますが、各学校統一の教材を

使った食育を行うべきであると思いますけれど

も、当局はどのように考えておられるのかお伺

いいたします。 

  ４点目の手づくりにこだわった給食の提供をで

す。 

  米沢の学校給食の特徴は、だしから手づくりを

するなど、手づくりにこだわった給食を提供し

ている点です。しかし、親子給食実施以降、中

学校に提供している小学校ではなかなか手づく

りにこだわれない状況になっているという話が

聞こえてきます。そのような状況を教育委員会

はきちんと把握しているのかお伺いします。 

  食品偽装や不純物混入問題など、でき合いの食

品にはさまざまな問題があり、冷凍食品などを

大量使用している学校給食では、保護者から食

材に対する不安や、使用中止を求める声が出て

いるなどの問題が出ているという話を聞きます。

子供たちには、出どころのわかる、生産者の顔

が見えるものを食べさせるべきだと思います。

また、調理も顔が見える給食が安心・安全な給

食の第一歩だと考えますが、当局のお考えをお

伺いいたします。 

  さらに、今まで以上に手づくりを進めていくた

めの施策・対策が必要なのではないかと思いま

すが、教育委員会としてどのように考えておら

れるのかお伺いをいたします。 

  ５点目の調理師の食育教育への活用についてで

す。 

  毎年、学校給食の調理師さんたちが手づくりの

学校給食のレシピ集を小学校の卒業生にプレゼ

ントしています。教育委員会の御協力もいただ

いている企画でありますが、レシピ集を配るだ

けから一歩前に出た取り組みができるのではな

いでしょうか。六郷小学校だったと思いますが、

食育の一環として調理師さんが子供たちと一緒

に給食の献立を調理する教室が行われています

が、全校でこういった取り組みができるのでは

ないでしょうか。 

  米沢の調理師さんたちは、学校給食で出る食用

油の廃油から、障がい者施設でつくった環境に

よい粉石けんを使用しています。また、だしに

使った材料でふりかけをつくるなど、さまざま
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な工夫をしています。この調理師さんたちの知

識と経験を生かした食育ができるのではないで

しょうか。当局のお考えをお伺いします。 

  学校給食の最後になりますが、東日本トップレ

ベルから日本一の学校給食へ向けた取り組みに

ついてです。 

  米沢の学校給食は、自校方式や手づくりなどの

ことから、学校給食の専門家の間では東日本で

トップレベルだというふうに言われています。

現在のレベルに甘んずることなく、米沢の学校

給食を日本一おいしくて、食育の面でも地産地

消の面でも日本一になる学校給食にしていくべ

きであると思います。そのためには、地場物の

使用率を今まで以上に上げていく、手づくりに

こだわった学校給食の提供、そして今の調理師

の配置体制や、正職員だけでなく嘱託の調理師

さんの待遇面の改善を含めて、今より一歩も二

歩も前に出た施策を行っていかなければなりま

せん。教育委員会として、日本一の学校給食に

する努力を行う必要があると思いますが、当局

の考えをお伺いいたします。 

  次に、臨時・嘱託職員の待遇、安定雇用につい

て当局の考えをお伺いします。 

  初めに、臨時・嘱託職員の配置状況と業務につ

いてです。米沢市で働く臨時や嘱託職員の配置

状況はどのようになっているのでしょうか。米

沢市全体で何人になっているのか、お伺いいた

します。さらに、職種や業務別では臨時が何人、

嘱託職員が何人になっているのでしょうか。ま

た、正規職員との比率はどのようになっている

のでしょうか。職種や業務別ではどのような比

率になっているのかお伺いいたします。さらに、

嘱託職員の方の年齢構成や男女比もお伺いいた

します。 

  ２点目の現在の嘱託職員の業務に経験が必要な

のかどうかについてお伺いいたします。 

  臨時職員の方はともかくとして、嘱託職員とし

て働いてもらっている業務において、知識と経

験が必要であり、資格が必要な業務はどれくら

いあり、何人の方がその仕事についておられる

のかお伺いいたします。 

  最後に、雇用上限の撤廃についてです。 

  有期契約労働者の雇用安定を趣旨として、今般

無期契約への転換、雇いどめの抑制などを内容

とする労働契約法が改正されました。この改正

法の趣旨は、民間、公務を問わない日本社会の

大きな課題です。総務省は、臨時・非常勤職員

の業務の中には恒常的業務があること、経験・

技能の蓄積が必要な業務があることについて、

2014年６月24日の消費者庁通知や、2013年４月

15日、衆議院予算委員会第二分科会での国会答

弁で明らかにし、結果として画一的な雇いどめ

は適当でないことを追認しています。 

  業務に習熟した臨時や非常勤職員を３年や５年

で雇いどめにすることは、業務の継続性、労働

のモチベーションと質の確保、周囲の職員への

物理的負担、採用事務コストなどさまざまな観

点から、全く非合理的ではないでしょうか。さ

らに、総務省が2014年７月に臨時・非常勤職員

の処遇改善に向け「臨時・非常勤職員及び任期

つき職員の任用等について」の2014年通知を出

しています。この2014年通知においても、募集

に当たって任用の回数や年数が一定数に達して

いることのみを捉えて、一律に応募要件に制限

を設けることは平等取り扱いの原則や成績主義

の観点から避けるべきとしています。臨時・非

常勤職員の雇用期間上限の制度は廃止すべきで

はないでしょうか。さらに、臨時・非常勤等職

員を経験者採用枠の拡充により正規職員への転

換を図っていくべきではないでしょうか。 

  以上をお伺いし、壇上からの質問といたします。 

○島軒純一議長 原教育長。 

  〔原 邦雄教育長登壇〕 

○原 邦雄教育長 私から、小久保広信議員の学校

給食関連の６点についてお答えをいたします。 

  最初に、本市の学校給食の位置づけについて、
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平成24年９月議会におきまして、小久保議員よ

り学校給食をどう位置づけるのかというふうな

一般質問をいただき、議員が述べておられると

おりの答弁を私からさせていただきました。 

  今回お尋ねのこの位置づけが変わったのかにつ

きましては、全く変わってはおらず、むしろ重

要なものとして捉え、より推進をしているとい

うところであります。食は人間生活を営む源で

あり、食生活が後の人間形成に大きく影響を与

えます。食べることはまさに知育・徳育・体育

の根源となるものとして、第３期米沢市教育文

化計画の中でも感性豊かな心と健やかな体の育

成に向けて、重点的に取り組んでいるところで

あります。 

  次に、学校給食における地産地消の現状と今後

の見通しについてお答えをいたします。 

  教育委員会として地場物を使うことに対する施

策をどのように考えているのかというふうな質

問についてですが、子供たちと保護者にとって

一番安心ができる食材は、つくっている方々の

顔が見えること、地域との密着度が高い学校周

辺の生産者から直接野菜等を納品いただくこと

だと考えます。 

  次に、学校給食における地産地消の現状と今後

の見通しについてと、学校間における地場物の

使用率に大きな開きがある原因とその対策等に

ついてをあわせてお答えいたします。 

  学校給食野菜の納入方法における地産地消の取

り組みにつきましては、大きく分けて二通りあ

ります。１つ目は学校周辺の農家の方々や、生

産者グループなどから購入する方式です。これ

は18小学校中16校が実施しており、48種類の納

品をいただいているところです。一番多い学校

で36種類です。地産地消率における学校間での

ばらつきにつきましては、この方式が一つの要

因ではないかと考えております。地元野菜を納

品いただく品種が多い学校は、周辺部地域の小

規模・中規模校となっております。品種が少な

い学校は中規模・大規模校で、周辺に農地が少

ないことや、大量に同一品種の納品が必要とな

ることで、周辺農家等からの納品が困難である

ことが考えられます。 

  今後の課題としましては、中心部の中規模・大

規模校について供給が可能な契約農家等をどの

ように開拓するかになると考えております。安

定した数量を確保できることと、できる限り市

場価格と同様にしていただくことで、その実現

は可能になるものと考えます。また、営農指導

の分野にもなりますので、農林課との関係を密

にし、相互協力のもと、事業を進めてまいりま

す。 

  ２つ目は、米沢青果株式会社を仲介として共同

購入を実施する地産地消の取り組みです。議員

も触れておられますが、平成23年度より同事業

をスタートさせ、年々その取り扱い品目を増加

しているところであります。初年度は寒中ネギ

と寒中キャベツの２品目のみでしたが、平成24

年度には７品目、平成25年度には10品目、本年

度は12品目まで増加していただいたところであ

ります。それはオカヒジキやキュウリ、トマト、

ミニトマト、ピーマンなどがあります。来年度

の取り扱い品種についても、さらなる増加をお

願いしたいと考えておりますが、生産者組合の

体制整備も必要なことから、今後とも農林課及

び米沢青果株式会社と連携を密にし、地元野菜

の地産地消率の向上に取り組みを継続していき

ます。 

  学校給食の食材につきましては、仮に共同購入

の発注を約束する場合、限られた学校給食の予

算の中で購入が可能かどうかの判断が必要にな

ります。また、大量の発注による耕作地等への

影響も予想されますので、慎重な取り組みが必

要であり、今後の研究課題とさせていただきた

いと存じます。 

  次に、学校給食における食育についてお答えを

いたします。 
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  平成23年４月に本市で策定しました「学校にお

ける食育の目標と基本方針」の中で、「生きた

教材としての学校給食の活用の充実を図る」と

明記されております。学校給食は食事を提供す

るだけではなく、学習指導要領にもありますよ

うに健康教育の一環であり、生涯を通じて健

康・安全で活力のある生活を送るための基礎を

培うための重要な教育活動であると認識し、小

中学校におきましても指導をしております。 

  学校給食を活用した食育として、きょうの献立

についての一口メモを使って旬の食べ物、米沢

の伝統食、行事食、地元の食材などについて指

導をしております。また、12月の給食記念週間

に合わせて、生産者、納入業者の方々や調理に

かかわる方々を招待したり、お話を聞いたりし

ながら、食にかかわる方々への感謝の気持ちを

あらわす機会を大切にしております。今後も食

育の中に学校給食をどのように活用できるかに

ついては、引き続き検討・研究していく必要を

感じております。 

  次に、各学校が統一した食育を行うべきではな

いかとの御質問にお答えをいたします。 

  現在は、市全体で児童生徒の発達段階に応じた

共通の重点指導内容を示し、各校の実態や地域

の状況などを考慮して、全ての小中学校におい

て食育の指導計画の作成及び計画に沿った実践

を進めております。計画の作成・実施から３年

が経過しようとしておりますので、各校での実

施の状況などの把握とともに、小中の連携や共

通の指導事項の必要性なども含めて検討してい

く時期に来ていると考えております。 

  次に、生産者がわかる安心・安全な給食につい

てでありますが、議員も述べておられるとおり、

食品偽装や不純物混入など食の安全が脅かされ

ていることは認識しており、食の安全を確保す

る賢い消費者同様、学校給食も賢い消費者とな

らなければならないと感じているところです。 

  学校では、給食の食材についてどこの産地であ

るか、どこのメーカーであるか、常に把握をし

ております。また、学校給食を通した食の安全

性の指導として、献立を立案する際には栄養・

食事指導はもちろんのこと、安全・衛生につい

ても指導を行うことができるように指導計画を

作成し、一口メモを活用するなど、献立に合わ

せた指導を行うように努めております。例えば、

カレーに添える福神漬けは無着色のものを使用

し、その意図を児童生徒に伝えるよう指導資料

を作成しております。 

  調理師の顔が見える給食につきましては、先生

方のように頻繁に顔が見えるとまではいきませ

んが、給食記念週間や各種行事の中では調理師

が子供たちと触れ合い、つくる人の顔の見える

給食の提供をしているところです。 

  次に、親子給食実施小学校において、なかなか

手づくりにこだわれない状況を把握しているの

か、またその対策についての御質問ですが、確

かに親子給食におきましては小学校から中学校

への給食の搬送を行うため、給食の調理終了時

間に違いがあり、中学校は11時半、小学校は12

時20分ということですが、その時間の差から手

の込んだ給食をつくることが難しいということ

を承知しているところであります。そのような

親子給食を実施している学校につきましては、

調理従事者の配置基準について今年度見直しを

する措置や、高度な調理機械でありますスチー

ムコンベクションの配置を行っております。ス

チームコンベクションを使用して、魚のチーズ

蒸しのように手づくりで短時間の調理が可能と

なっております。そのほかにも多くのメニュー

がありますが、何より本市にはすばらしい技術

を持った調理師の知恵と努力により、時間がな

い中でも手づくりにこだわっております。今後

も親子給食による課題等がありましたら、関係

校長と連携を図りながら、教育委員会でも改善

に向けた話し合いを行う考えですので、御理解

をお願いいたします。 
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  次に、調理師の食育への活用についてお答えを

いたします。 

  学校において食育を推進するため、平成17年度

から栄養教諭制度が開始され、本市でも少しず

つ配置がふえ、今年度は７名の栄養教諭、３名

の学校栄養士、合計10名の職員が配置されてお

ります。食に関する指導は計画的・継続的に進

めることが肝心であり、栄養教諭・栄養士と全

教職員が協力をして計画を作成するとともに、

家庭や地域と連携して効果的な指導を行うこと

が重要であります。 

  調理師による食育についてでありますが、各学

校が抱える課題や、児童生徒の実態、食育の目

標や内容を理解し、それに基づいて献立の調理

を行うことは、調理師にこそできる最大の役割

であります。特に最近では食物アレルギー等へ

の配慮や対応もふえてきており、さらに調理業

務に専念する必要があります。 

  授業時間帯は調理業務と重なることが多いため、

直接児童生徒に食育指導を行うことは難しいの

ですが、これまでも家庭科の学習や保健の学習

などで栄養に関する質問に答えたり、事前にビ

デオに手順を録画したりしながら、専門知識や

経験を生かしております。また、総合の学習な

どで郷土の食に関して学ぶ中で、ウコギを摘ん

で調理する際に、給食のウコギ御飯のつくり方

を参考にしようと給食室に聞きに行く姿なども

見られます。このウコギ御飯につきましては、

毎年６年生の卒業時に学校給食調理師の方々が

作成し贈っている学校給食レシピ集の中にも載

っております。このレシピ集には、料理の豆知

識として調味料の計量表や野菜の基本的な切り

方、基本的なだしのとり方なども掲載されてお

り、５年生からの家庭科の調理にも生かせるも

のと思います。 

  調理師がどのようにかかわることが可能なのか

に関しては、栄養教諭や栄養士と一緒に食育の

指導の一環を担うべく調理師とも意見を交換し

ながら、今後さらに前向きに検討し、取り組ん

でいきたいと考えております。 

  最後に、東日本トップレベルから日本一の学校

給食へということでありますが、議員も述べて

おられるとおり、本市の学校給食は温かい食べ

物を温かく、地域でつくられた季節の食材をお

いしくいただけるとても恵まれた環境にあると

思います。他地区より転任された教職員からは、

「米沢の給食は大変おいしい」とたびたび聞く

ことも事実でありますし、校内放送で「きょう

のみそ汁は大変熱いですから十分注意して飲ん

でください」というのがあったり、とても感激

をしている様子もうかがえます。これはひとえ

に給食の調理従事者、栄養職員、給食主任、養

護教諭、教頭、校長などが一丸となって努力を

しているからであります。また、常日ごろ学校

給食をサポートいただいている学校周辺の農家

の方々、生産者グループ、食材を仲介する業者、

食材と給食を運搬する業者などのお力添えもあ

ったからであります。今後も多くの方々から御

指導や御尽力をいただきながら、安心・安全で

おいしい給食、食育、地産地消等へ積極的に取

り組みを継続したいと考えております。 

  私からは以上であります。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

  〔須佐達朗総務部長登壇〕 

○須佐達朗総務部長 私からは、２の臨時・嘱託職

員の待遇、安定雇用について御答弁申し上げま

す。 

  まず、（１）の配置状況と業務についてであり

ますが、初めに市立病院を除いた本市の臨時職

員、嘱託職員の状況を本年４月１日現在の内容

で御説明申し上げます。 

  全体の人数につきましては、臨時職員69人、嘱

託職員145人、合計214人でございます。正職員

と臨時・嘱託職員を合計した全職員数に占める

臨時・嘱託職員の比率は26.5％であります。 

  次に、職種、業務別の人数と比率について、主
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なものを申し上げます。 

  税務課の業務でありますが、これについては正

職員30人に対して臨時職員８人、嘱託職員４人、

合わせまして22.7％となっております。 

  保育園２園の業務につきましては、正職員22人、

臨時職員４人、嘱託職員16人、47.6％でありま

す。保育士に限りますと、正職員の保育士19人

に対しまして、嘱託職員の保育士13人でありま

すので、40.6％となっているところであります。 

  最後に、嘱託職員の年齢構成を申し上げますと、

総人数145人のうち20歳代が31人、30歳代が27人、

40歳代が32人、50歳代が25人、60歳以上が30人

となっております。 

  男女の比率でありますが、男性が27人、女性が

118人であります。女性の比率については80％を

超えております。 

  次に、業務に経験は必要なのかどうかというこ

とでございますが、嘱託職員につきましては一

般的な事務職ではなく、知識、経験等が重要視

される特定の業務に任用しているところであり

ます。その中でも、本市の嘱託職員の業務のう

ち資格が必要な業務について申し上げますと、

調理師免許が必要な業務に31人、保育士免許が

必要な業務に13人、教員免許や幼稚園教諭の免

許が必要な各種相談等の業務に９人、介護福祉

士及び介護支援専門員の両方の資格が必要な要

介護認定調査業務に６人、看護師免許が必要な

業務に３人、消費生活専門相談員の資格が必要

な業務に１人という内容になっております。 

  次に、雇用上限の廃止についてでございますが、

本年７月４日に総務省自治行政局公務員部長名

で出されました臨時・非常勤職員及び任期つき

職員の任用等についてであります。この中で、

臨時・非常勤職員については職務の内容や勤務

形態に応じて適切に任用すること、それから任

期を原則１年とし、客観的な能力の実証を経て、

再度の任用はあり得るとともに、長期にわたる

連続の任用には留意が必要とされております。 

  本市の嘱託職員についても、この通知の内容等

に基づきまして適正に任用を行っており、一般

的な事務職ではなく、知識、経験等が重視され

る特定の業務に任用しているところであります。

任用期間につきましても、１会計年度としてお

りまして、勤務状況や予算の状況等を考慮して

任用期間について通算５年を上限としていると

ころであります。 

  嘱託職員の任用期間の上限を原則５年、手引で

は５会計年度としているところでありますが、

その理由につきましては、一般職の職員の採用

に当たっては地方公務員法の定めるところによ

り競争試験または選考によるものとされている

ところでありますが、嘱託職員の任用に当たっ

ては試験を実施していないことから、職務遂行

能力を有しているかどうか、総体的に判断でき

ません。したがいまして、能力の実証なしに長

期にわたって任用することについては適切では

ないと考えているところであります。さらに、

一般職の職員も一つの職務の在職期間が長期に

及ぶとみなされる期間として、おおむねですが

５年以上という目安がございます。これらのこ

とを考慮し、嘱託職員の任用期間は最長でも５

会計年度としたものであります。 

  このようなことから、嘱託職員の任用期間の上

限を廃止することはできないと考えております

ので、御理解いただきたいと思います。ただし、

嘱託職員の中で資格が必要とされる職について、

後任者の確保が困難で、かつ欠けることで業務

に支障が出る場合については、例外的に５会計

年度を超えての任用を行っているところでござ

います。決して画一的な取り扱いをしているも

のではありません。 

  次に、嘱託職員の正職員への転換についてであ

りますが、先ほど申し上げましたとおり嘱託職

員の任用に当たっては職員採用試験を実施して

おらず、能力の実証がないことから、自動的に

正職員に転換することはできないと考えており
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ます。 

  なお、嘱託職員が正職員の募集要件を満たす場

合においては、職員採用試験を受験することに

つきまして何ら妨げるものではないことを申し

添えて、私の答弁といたします。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） では、学校給食のほ

うからお伺いをいたしますが、教育長からは２

年前と全く変わっていない、それよりも増して

重要なものとして推進をされているというよう

な御答弁があったわけでございますが、そうな

んですかね。２つ目の嘱託職員の部分と絡むん

ですけれども、学校給食の嘱託職員11名に対し

て、順次解雇予告を行っているようなお話をお

伺いします。労働組合法に基づく労働組合と団

体交渉を行っている、11日に交渉があるという

ふうにお聞きをしていますが、その前にそうい

ったことをやられるというのは、本当に重要視

してるんですかね。先ほど答弁の中でも、調理

師さんの技量によって手づくりにこだわってや

られているんだという答弁もございました。そ

ういったことを鑑みて言うならば、これは地公

法と違うんですね、労働組合法。明らかに不当

労働行為だというふうに思うんですが、そうい

った認識、教育委員会はございますか。そして、

労働組合法をわかってらっしゃいますかね。地

公法で対応したら大きな間違いを犯しますから、

その点お伺いします。 

○島軒純一議長 船山教育管理部長。 

○船山弘行教育管理部長 現在、そのことにつきま

しては労働組合のほうと協議中でございますの

で、ここでは発言を控えさせていただきたいと

思います。ただ、一つ解雇という言葉でござい

ますが、我々は任用期間を満了するというふう

なことで捉えさせていただいております。解雇

という、任用期間中にやめてくださいと言って

いるわけではなくて、任用期間が満了すること

をお伝えしているという認識でございます。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） 任期満了だと、だか

らいいんだということなんですかね。来年は任

用しませんよと言っているわけですよね。長い

人で27年６カ月でしたか、なられているんです

けれども、先ほど総務部長のほうから答弁があ

りましたけれども、画一的な任用をしていない

んだと、資格のあるようなそういったものにつ

いては任用もしているんですよという答弁だっ

たと思うんですけれども、そういったことでこ

の間ずっとやってきているわけで、その点、ど

うなんですかね。どうなんですか。長い人で27

年、ずっとやってきて、それだけの経験と知識

が必要だから、今の学校給食の水準を守るため

にはそういった人たちが必要だから任用してき

たんではないんですかね。そこをぜひわかって

いただきたいというのと、私が質問したのは労

働組合法をわかっておられますかというふうに

お聞きしたんですが、その答弁がないので、そ

の点についてお伺いします。 

○島軒純一議長 船山教育管理部長。 

○船山弘行教育管理部長 労働組合法のどの部分を

おっしゃられているか、理解が不足していると

言われればそういうふうに思ってらっしゃるの

かもしれませんが、一応法律の専門家のほうに

も確かめをいたしました。その内容につきまし

ては、先ほども申し上げましたように労働組合

との協議中でございますので、ここでは答弁を

差し控えさせていただきたいというふうに思っ

ております。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） 私からは逃げても、

労働組合の団体交渉からは逃げられないわけで

すから、そこはきちんとしていただきたいとい

うふうに思います。そのことがなければ、教育

長がるる壇上で答弁された学校給食が今後本当

にできるのですかね。11名の方もいなくなって。

すばらしい技術を持っている調理従事者の方が
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いるからこそ、今の学校給食の水準、レベルが

あるというふうに答弁されておられますから、

その点、大丈夫なんですか。来年４月になって

学校が始まり給食が始まり、その時点で本当に

できるんですかね。答弁でもありましたけれど

も、親子のところは先に中学校の給食をつくっ

て、それを出して、一回使った鍋釜洗って、そ

れから小学校の給食をつくっていると、そうい

う状況にあるんです。それも狭いところで。そ

ういったところでやっていくためには、それな

りの技術と経験が必要なわけなんですけれども、

その点を無視しているのではないかなというふ

うに思うんですが、本当に来年４月以降、学校

給食間に合いますか。 

○島軒純一議長 原教育長。 

○原 邦雄教育長 ４月からの給食のスタートにき

ちんとやっぱり体制を整えてスタートできるよ

うに、整えていきたいというふうに思っており

ます。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） 聞くところによると、

学校給食、臨時職員を採用されて、１カ月もた

たずにやめられたという話もあります。それだ

け大変な業務なんだろうなと、そのやめられた

方もほかのところで学校給食を経験された調理

師さんだというふうに聞いていますけれども、

教育長はそうおっしゃられますけれども、非常

に私としては不安です。これは一教育委員会だ

けではなくて、市全体の問題だというふうに私

思います。市長にお伺いしますが、そういう体

制でいいんですか。できると思っていますか。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 教育委員会の管轄でありますの

で、教育委員会のほうで判断をしている、その

判断を尊重したいと思っています。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） 市長が親子給食、マ

ニフェストに出されて実施されているわけです

から、市長にもきちんと責任があるというふう

に私は思います。そこはきちんと認識をしてい

ただきたいというふうに思います。この点につ

いてはもっとしたいんですが、時間もあれなの

で。 

  あと食育の中で教育長も述べられていましたけ

れども、栄養教諭、学校栄養士などと連携して

指導というふうに基本方針の中にあるんですけ

れども、どちらもいない学校があると思うんで

すが、そういったところはどうされているんで

すかね。そのところにも調理師さんはいらっし

ゃるわけで、そういった意味で調理師を活用す

べきだと思うんですが、いかがですか。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 ことし、先ほど答弁しま

したように栄養教諭７名、学校栄養士３名で計

10名なわけですけれども、栄養教諭、栄養士の

いない学校につきましては、グループをつくっ

て、栄養教諭がそういった学校に出向いて、食

育の推進をしているところです。また、記念行

事の給食のときなんかも、そういった学校へ出

向いて一緒に調理をしたり、指導したりしてい

るというところです。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） 時々行ってというこ

とだと思うんですが、常時調理師さんたちがい

らっしゃるわけなので、それもすばらしい技術

を持ったというふうに教育委員会は認識をされ

ているようですから、そこのところをきちんと

使うべきだと、調理時間は無理ですけれども、

食べているときとか、いろんな話を直接、それ

こそ顔の見えることが必要だと思うんですけれ

ども、その点はいかがですか。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 なかなか調理業務のとき、

それから実際に子供たちが給食を給食室から持

っていくときに、例えば何かが足りない等々で、

やはり調理師さんが給食室のほうで待機してい
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るという状況があって、通常の給食のときとい

うのはなかなか難しいものがあります。ですの

で、今申し上げましたように栄養教諭あるいは

栄養士が学校に出向いたときには人数がふえて

まいりますので、そういったところでそちらに

行っていただいたりというような対応はしてい

るところです。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） あともう１点、統一

した教材の部分ですけれども、各学校でいろん

な学校ごとに合った指導をされている、そうい

った方針をつくっているんだということなんで

すけれども、ベースとして、基本として米沢市

がこういったことは最低限してほしいんだとい

う教材なんかもやっぱりつくって、ほかのとこ

ろはつくっているわけです、やっているところ

もあるわけです。そして、全生徒が、児童が同

じことを学んでいる、そういったことも必要だ

というふうに思うんですが、そういった統一的

な教材をつくる気はございませんか。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 先ほど答弁申し上げまし

たとおり、23年度につくりまして、小学校低・

中・高学年、それから中学校１年、そして中学

校２・３年ということで、重点指導内容につい

てはお示ししているところです。ただ、今お話

ありましたように具体的な教材等については、

今各学校で工夫しておりますけれども、その中

でも共通にできるものなんかについては今後ぜ

ひ取り上げて、全市で指導していければと思い

ます。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） ぜひ、どこの学校に

通う子供でも最低限食育の部分を身につける必

要があると思うんです。その点をやっぱりきち

んと教えていく、そのための統一的教材、各学

校ごとにつくっていったのではこれはコスト的

に大変だというふうに思いますし、統一してつ

くることでメリットがあるというふうに思いま

すので、ぜひその点をお願いしたいと思います。 

  いつも私50分でやめる予定にしているんですが、

ちょっと２つ目の課題に行かないので、次に行

きますけれども、嘱託職員の状況ですが、４分

の１強の方が米沢市で働いていらっしゃる。こ

の方の賃金水準を見ますと、本当に15万円前後、

年収200万円、ワーキングプアと言われる200万

円に行かない、そういった方々に頼っている行

政だなというふうに思います。 

  すごく気になった点があるのでお伺いしたいん

ですが、期限を決めているのは試験をしていな

い、能力があるかないかわからないというよう

な答弁があったんですが、わからない人を雇っ

ているんですか、米沢市。面接ぐらいはするん

じゃないんですか。面接は試験じゃないんです

か。どうなんでしょうか。お伺いします。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 壇上から申し上げたのは、競

争試験または選考によるものとされていると。

我々職員につきましては採用試験でありますの

で、競争試験を行っております。競争試験の内

容につきましては、筆記、それから身体検査、

そういったものでございます。面接についても

当然試験の中には入りますが、面接だけという

ことではありません。面接だけということであ

れば選考ということになるかと思いますが、そ

れについては今のところは病院のほうで医師の

採用については多分選考試験をやっているかと

思います。試験の内容についてもそのように嘱

託職員の任用と正規職員の採用とでは形態が違

っております。そういうことを申し上げたとこ

ろでございます。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） 今の話を皆さんにお

伺いしたいんですけれども、わかりますか。面

接は試験ですよね。部長も試験とおっしゃいま

したよね。こういった資格を取っていらっしゃ
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るということは、それなりの国家資格であった

りするわけですから、能力があって、そういっ

た方がついておられるわけですよね。看護師と

か。そういった方を、たった５年で切ってしま

うんですかね。一例を挙げて言いますと、介護

の関係の調査員の方、やっぱり面接技術も必要

ですし、その人が本当にどうなのか見きわめる

目も必要です。単なる資格があったからそれで

オーケーじゃないんですよ。そういった方も５

年で切ってしまうんですか。そこを、今画一的

ではないんだとおっしゃりながら、米沢市がや

っておられるのは私から見ると画一的だという

ふうに思うんですが、その点はいかがなんです

か。本当に弾力的にしていますか。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 資格、免許が必要な職であっ

ても、後任の確保が比較的容易な職というのは

ございます。そういった場合については、やは

り５年を原則とさせてもらっております。ただ、

一方では後任者の確保がなかなか難しいという

ような職もあります。それについてはまさに画

一的ではなくて、６年、７年と、５年を超えて

の任用をお願いしていると、そういったことで

ございますので、その辺を御理解いただきたい

と思います。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） なかなかそういうふ

うに見えない米沢市の実態なんですけれども、

本当に後任が見つからない、やっぱりどの職種

もどこでも望まれている職種、資格だというふ

うに思うんです。 

  もう１点だけお伺いしますが、総務部長も言っ

ていたんですが仮に５年の任期が終わりました

と、では一旦任用を切ります、その方がもう一

回その職を受けて、その人を採用する、そうい

ったこともできると思うんですけれども、そう

いったことはできないですかね。５年、５年、

５年という、そういったことも必要だと思うん

ですけれども、そういった考えはございません

か。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 まず、５年の内訳について少

し分解して御説明したいと思います。 

  ５年と一口に申しますが、まずは１年ごとの任

用であります。それを更新する形になります。

したがいまして、５年ということを最初からお

約束するのではなくて、１年ごとに新たな職に

改めて任用されたというふうな認識で我々は捉

えております。それの積み重ねが５年でござい

ます。ですので、通常は５年の任用期間が終了

して、何年かたって、じゃあもう一回嘱託職員

という御希望についても、今のところはお断り

していると、そのような状況にございます。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） それは機会均等の平

等原則に反していませんか。総務省ではやぶさ

かでないというふうな言い方をしているんです

けれども、その点はいかがなんですか。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 機会均等のやり方にはさまざ

まあるかとは思いますが、嘱託職員については

相当の応募、希望がございます。そういったこ

とも含めまして、既に任用で働かれた方につい

ては今のところはその名簿から外させてもらっ

ているというところでございます。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） それは機会均等と言

わないんじゃないんですかね。じゃあ募集が少

なければそういうことをするんだということな

んですか。言っていることがよくわからないと

いうか、一般常識的に言うと理解できないんで

すけれども、機会均等、平等性というところを

きちんとやっていく必要があるのではないです

かね。どうなんですか。先ほど出ました資格を

持たれている方、そういった方はましてや経験

が必要な部分、技術が必要な部分がいっぱいあ
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るわけですから、そういった方を単に５年で終

わりです、はいさようなら、それで人を使うこ

とに、おかしいんじゃないんですかねと思うん

ですがね。ちゃんと大事にして、人を雇用して

いるんですから、そういったやり方というのは

どうなんでしょうか。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 基本的には任用行為というこ

とになります。そういう場合に、機会均等の趣

旨も当然加味される必要があるわけですが、現

実に希望される方もいらっしゃいます。そうし

たところを見ますと、やはり５年の任用期間を

経過した方については御遠慮いただくと、それ

から現在のその職が新たな確保が難しい場合で

す、そういう場合については継続もお願いして

いると、そういったことでございます。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） 当局にとって都合の

いいやり方ですよね。働く人にはすごく都合の

悪い、いつ任用してもらえなくなるのかわから

ない不安な中で働かせられる、資格を持ってい

る仕事であっても次の人が見つかったからじゃ

あもういいですよと言われてしまう、そんな働

かせ方でいいんですか。どうなんですかね。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 そういうことのないように、

最初の１年目の任用から基本的には１年ごとの

更新で、５年が限度でございますという話も本

人に毎年のように伝えておりますので、そのと

ころについては本人は誤解がないかなと思って

いるところでございます。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） 時間がないので、最

後に。 

  教育委員会の人事、嘱託職員の任用を決めるの

はどっちでしたか。総務部、教育委員会、どち

らですか。答えてください。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 任命権者は教育委員会でござ

いますので、教育委員会ということになります。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○２３番（小久保広信議員） 確認しますが、教育

委員会が任用すればいいということですよね。

上限の部分ですけれども、資格がある人たちが

後任が余りいないということであればやぶさか

でないんだというのが米沢市の方針なんですよ

ね。それでいいんですね。後任の方がなかなか

見つからないよという職であればいいというこ

とですよね。そのことを確認して、終わりたい

と思います。 

○島軒純一議長 以上で23番小久保広信議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１１時００分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時１０分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、想定外の豪雨災害から命を守る方策につ

いて外２点、14番齋藤千惠子議員。 

  〔１４番齋藤千惠子議員登壇〕（拍手） 

○１４番（齋藤千惠子議員） おはようございます。

一新会の齋藤千惠子です。 

  12月に入り、何かと気ぜわしく、慌ただしく過

ごしておりますが、１年の締めくくりとして気

を引き締めて毎日を過ごそうと思っているとこ

ろです。 

  それでは、早速質問に入らせていただきます。 

  近年、全国各地でさまざまな自然災害が起きて

おります。災害で犠牲になられた多くの御霊に

心から哀悼の意を表します。 

  災害が起きるたびに、自助・共助・公助、お互

いの力を高めながら補い合う大切さを唱えられ
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てきました。しかしながら、私たちは災害列島

日本でありながら、猛烈な豪雨が私たちの身近

に、すなわちここ米沢に起こるとは、どこか遠

くに考えているのではないでしょうか。他人事

ではないのです。あすは我が身です。その思い

から、近年の米沢の水害を顧みて、そして最近

の想定外の災害の教訓から学ぶ私たちのさまざ

まな備えについて質問いたします。 

  １つ目として、想定外の豪雨災害から命を守る

方策について。 

  2000年ごろから地球温暖化による海水温度の上

昇の影響などにより、日本においても水害の状

況が変わってきています。巨大台風による大規

模な水害などにより犠牲になった多くの方々、

被災者、経済的な損失などのニュースがふえて

きています。10年確率、100年確率だった豪雨は、

最近の異常気象により想定外の雨を降らせてい

ます。治水が追いつかなくなってきていること

が想定されます。 

  ①近年の米沢市の水害から学ぶこと。 

  災害は忘れたころにやってくると言われていま

すが、改めて本市の近年の洪水の歴史を振り返

ってみますと、何度も洪水に見舞われましたが、

中でも1967年、昭和42年の羽越水害は甚大であ

り、激甚災害でありました。多くのとうとい人

命を失い、被害総額約226億円、現代に換算すれ

ば約641億円以上に上ると言われています。この

災害を契機に、山形県は最上川の治水計画を見

直しました。羽越水害から47年、これまでの本

市における過去から現代に至る豪雨災害の現実

を見るとき、この教訓を忘れることなく語り伝

え、行政・地域・家庭がそれぞれ自分の役目を

再認識すること、そして何より危機意識を持っ

たさまざまな備えの必要性を痛感いたしました。 

  ②全国各地の豪雨災害の教訓から学ぶこと。 

  中でも、南陽市の２年続きの水害、この被害総

額は数十億円に上ると言われています。明らか

になった問題点や課題として、樹木を伐採した

山肌の斜面災害の危険性、支川での流木対策、

住民や企業の自助努力、新たな降雨・降水予測、

予報システムの導入など、さまざまな課題が指

摘されました。この平成26年７月の山形豪雨を

米沢市としてどう捉え、教訓として生かしてい

くおつもりなのかお聞かせください。 

  ③大規模水害の発生を前提とした対応力の強化

について。 

  想定外の大規模水害は、あす起こるかもしれな

いのです。甚大な人的被害や大規模な浸水の発

生を前提として、その対応力を強化する必要が

あると考えます。全国的な豪雨による災害を通

して、私たちは現在の治水の想定が全て100年に

一度の災害を防げるものではなく、想定外の大

雨や洪水がいつ起きるかもしれないということ

をしっかり認識して、命を守る知恵を身につけ、

地域の人たちと協働して命を守ることこそ今必

要だと思うのです。そこで、お尋ねいたします。 

  まず、避難行動要支援者名簿の活用についてお

尋ねいたします。 

  高齢者、障がいのある人など、避難行動要支援

者に対し、適切な誘導や救助・救護が行えるよ

う計画に反映し、徹底を図ることが早急に大事

なことと思いますが、現状をお尋ねいたします。 

  去る11月21日発生の長野北部地震のとき、特に

被害の大きかった白馬村では、御近所の方々の

御家族の構成が互いにわかり、雪おろしなどの

近所づき合いも深く、どこで寝ているのかも知

っていて、家屋の下敷きから一刻も早く近所の

人が助け出したことが報道されておりました。

今回の地震は、地域の共助が被害拡大を防いだ

面もあり、減災に向けた教訓として注目すべき

点と思います。特に高齢者の安否確認の把握は

見習うべき点があると思いますが、いかがでし

ょうか。 

  次に、樹木整理による流木発生の抑制による洪

水氾濫防止は重要な事業だと思いますが、県に

働きかけるだけでなく、沿線に住む皆様の協力
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もお願いし、早急に河川環境を整備する必要が

あると思いますが、計画をお聞かせください。 

  また、風水害時を想定した水位計の設置は万全

でしょうか。現況をお知らせください。 

  市民皆が、あす起きるかもしれないという危機

意識を持つ必要性があると思いますが、具体的

な啓蒙活動をお知らせください。 

  さらに、ゲリラ豪雨時には人の手を介しての通

報では間に合わないので、防災情報システムの

さらなる強化、国、県任せでなく、市としてで

きることをお知らせください。 

  ２つ目として、社会教育事業のあり方について

質問いたします。 

  ①社会教育評価のあり方について。 

  社会教育評価の中でも、今回は指定管理者導入

の施設におけるモニタリング評価の取り組みに

ついて伺います。 

  本市においても指定管理者制度を有効に活用し

つつ、地方自治体としての責任を適切に果たし

ていく必要があります。このような評価の客観

性や中立性を確保する観点からは、指定管理者

によるみずからの評価及び地方自治体の評価に

加え、第三者による評価を行う必要があります。

評価の重要性は今さらながら申し上げるまでも

ありませんが、指定管理者による自己評価、各

施設の所管課による施設所管課評価を踏まえて、

公の施設の管理運営状況を客観的に評価し、効

率的・効果的な施設運営と施設利用者へのサー

ビス向上を目指すものです。 

  そもそも指定管理者制度は、公の施設の適切な

管理を確保しつつ、民間などの能力を活用し、

住民サービスの向上や行政コストの削減を図る

ために導入された仕組みなのです。私は、指定

管理者制度導入の施設がそれぞれしっかりその

役目を果たしていると認識しています。その上

で、このモニタリング評価に関して本市では第

三者による評価の取り組みはいまだなされてい

ない現状だと思いますが、その必要性の認識を

お尋ねいたします。あわせて、今後の予定につ

いてもお尋ねいたします。 

  ②コミュニティセンターの事業費の予算削減の

方向性について。 

  社会教育の必要性、その効果を数値化すること

は大変難しいことです。社会教育施設は即効性

が期待できないし、数字で成果を示しにくいの

です。特にコミセン事業について、ここからコ

ミセンと略させていただきます、コミセン事業

については各コミセンにおいてさまざまな事業

に精力的に取り組んでいるにもかかわらず、趣

味的講座、貸し館のイメージが強く、事業内容

に理解を得ることに苦慮しているのが現状だと

思います。それゆえ、社会教育の役割、意義が

外から見えにくいので、予算削減の対象になり

やすいのではないかと推察いたします。生涯学

習の学びを通して、人材を育成し、地域課題の

解決を図り、住みよい米沢市、ひいては国をつ

くることは大変重要な、なくてはならない大切

な役割を担っていることをここでもう一度認識

していただきたいと思いますが、市長のお考え

をお聞かせください。地域の生涯学習、まちづ

くりの拠点としていかなければならないと考え

ますが、市長、いかがでしょうか。 

  さらに言えば、生涯学習ばかりではないのです。

社会教育をまちづくりの視点で中核に据えるな

らば、今回のような各コミセンの大幅な事業費

削減予定はあり得ないと思うのです。本市の財

政悪化に伴い、予算削減の矛先が市民の文化を

育てる社会教育施設になぜ向けられるのか、お

答えください。 

  社会教育は市民サービスの最前線と認識してい

ますが、市長はいかがお考えでしょうか。 

  今年度末、累計10億円の赤字の見込み、経常収

支比率も昨年の95.3よりも上昇する可能性が高

いと危惧されている中で、市長は「できるだけ

市民サービスに影響が出ないようにする。投資

的経費は重点化を、内部的経費は大幅削減を」
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と記者会見されています。また、この本会議場

でも「市民サービスに影響を与えないように、

また、一律に何％ずつ圧縮をかけるような問題

ではない」と答弁されています。そこで、市長

にお尋ねいたします。どういった根拠で、どん

な理由でこの削減を考えているのか、お答え願

います。 

  市長、このような事態は財政上の危機管理がな

されていなかったのではありませんか。もし社

会教育施設が成果を数字で示しにくいとお考え

なら、ぜひとも先ほど申し上げた指定管理者第

三者評価機関による第三者評価を実施し、客観

的に正当な評価がなされ、社会教育の必要性・

重要性を再認識していただき、事業費削減をも

う一度お考え直しいただきたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

  大きな３つ目として、「機関車トーマス米坂線

を走る」提案についてです。 

  皆様、機関車トーマスを御存じですか。機関車

たちが感情を持って大活躍する機関車トーマス

と仲間たちのエピソードは、今や世界中で絵本

やアニメ、アトラクション、キャラクターグッ

ズとして、知らない子供たちはいないと言って

もよいぐらいの人気キャラクターです。その本

物の機関車トーマスは、英国保存鉄道では今な

お現役で運行を続けているのです。その人気の

本物の機関車トーマスを米坂線に期間限定で走

らせようと提案するものです。 

  ①期間限定のイベントの目的について。 

  何をとっぴなことをとお思いでしょうが、東日

本大震災に襲われた東北、福島第一原発の事故

の影響による風評被害で、今なお東北の生産物

や物産の販売減少、観光客の減少など、被災者

を含む東北の活性化が急務な中で、この事業は

東北の復興事業の目玉事業となり得るものでは

ないでしょうか。被災者や地域の人々に笑顔を

取り戻す明るい話題、観光客の誘致が期待でき

るものです。これがこの事業の目的です。現役、

本物の人気の機関車トーマスをイギリスから海

を隔てて日本に呼び寄せ、米坂線に子供たちの

夢を乗せて走らせることにより、米沢市の認知

度を高め、地域活性化の起爆剤にしようとする

ものです。年齢層を問わず楽しめるイベントの

実施は、トーマスファンばかりでなく、トーマ

スに使われている機関車がイギリスの本物のヒ

ストリックトレインであることから、国内200万

人、1,000億円市場と言われる鉄道ファンにとっ

ても待望のイベントとなるのです。アンケート

によると、40.8％の人が「ぜひ出かけたい」

「出かける可能性がある」と答え、高い集客効

果が望めます。また、走行により走行地域の観

光と経済に大きく貢献し、飲食、物産への波及

効果の拡大など、広がりが望めます。20年を超

えるテレビの長寿シリーズに成長したことで、

日本全国の子供たちからお年寄りまで、幅広い

年齢層に支持され、日本国内の機関車トーマス

のキャラクターグッズの売上額は年間300億円に

上ると言われています。この走行は、大きな観

光資源になるのです。 

  ②事業計画について。 

  機関車トーマスのデータを少し述べてみます。

重量は燃料や水なしの場合は40から50トン、燃

料や水を含めた場合は44から59トン、高さ3.4か

ら3.5メートル、幅は2.1から2.5メートル、長さ

は8.5メートルから10メートル、線路の幅は米坂

線の狭軌の線路幅でも対応できます。燃料は石

炭1.5から３トンの石炭搭載、これは日本で蒸気

機関車で使用しているものと同じです。水のタ

ンクは2,700から5,500リットル。皆様、大体想

像していただけたことと思います。この機関車

トーマスが米坂線をたくさんの人を乗せて走り、

沿線に観光客があふれる情景を思い描いてみて

ください。 

  事業概要は、機関車トーマスを米坂線で走らせ

る運行事業、観光と産業の活性化事業、大型イ

ベントを行う事業、キャラクターグッズの販売
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を行う事業、そのほか貸し出し条件、収支、そ

して何よりさまざまな課題がありますが、この

時代だからこそ米沢市の財政が非常に厳しいと

きだからこそ、支出を見直すばかりでなく、収

入を得る手だての一つとして、夢のある提案を

するものです。当局におかれましては、ぜひ前

向きに御検討いただきたいと要望いたしまして、

壇上からの質問を終わります。 

○島軒純一議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの齋藤千惠子議員の御

質問にお答えをいたします。 

  私からは、想定外の豪雨災害から命を守る方策

についてお答えいたします。 

  また、社会教育事業のあり方については、聞き

取りの段階でテーマが社会教育事業のあり方で

ありますので、これは教育委員会が答えるべき

ものというふうに準備をいたしておりましたが、

御質問の中で何度も御指名がございましたので、

少し私の段階からもお答えをしたいというふう

に思います。そして詳しく大半のことは教育委

員会がお答えをいたします。３番についても部

長よりお答えをします。 

  まず、順番を逆にして社会教育事業のあり方の

御質問について先にお答えをいたします。 

  私からは、教育委員会だけでなく全体的に事務

事業の見直しという指示をいたしておりますが、

現在は予算編成の途中であって、教育委員会か

ら社会教育やコミュニティセンター事業費の大

幅な削減というようなものが上がってきたわけ

でもありませんので、まだそのように決まって

いるというのではないという、そういう状況、

手順であることを御理解いただきたいというふ

うに思います。私が直接何か教育委員会に対し

てこの事業とこの事業の大幅削減とかというよ

うなことを指示しているわけではありませんの

で、具体的に上がってこないと何とも申し上げ

ようがない、そしてまだ上がってきている段階

ではないという、そこのシステムを御理解いた

だきたいというふうに思います。 

  続いて、想定外の豪雨災害についてお答えをい

たします。 

  ここ数年、全国的にいわゆるゲリラ豪雨が発生

しており、８月に広島県で起きた豪雨災害では

74名というとうとい人命が犠牲になりました。

また、災害が少ないと言われておりました置賜

地方におきましても、２年続けて豪雨に見舞わ

れ、特に南陽市では大きな被害が発生しており

ます。広島県の豪雨土砂災害、南陽市の豪雨災

害は、早朝あるいは深夜に発生しており、住民

への避難勧告が非常に難しい状況でした。これ

らの災害から得た教訓は、いかに情報を早く正

確に収集して、早く確実に住民へ避難情報を伝

達できるか、そして安全な場所へ誘導できるか

ということであると考えております。 

  現在、米沢市では降雨量の情報収集の際は気象

庁や国、そして山形県で観測した数値を使って

判断しておりますが、局所的かつ短時間に発生

するゲリラ豪雨のような予測はこれまで難しか

った状況にあります。しかしながら、昨年９月

から従来の広域レーダーに比べてより精度の高

い、国土交通省の「Ｘバンドレーダー」の捕捉

範囲に米沢市も入りましたので、集中豪雨や局

所的な雨量情報が以前よりもより正確にわかる

ようになりました。また、本年８月７日からは

気象庁の「高解像度降水ナウキャスト」が運用

されたことから、降水の短時間的予報を入手で

きるようになりました。従来の情報に加え、こ

れらの情報を収集することによってより早く、

より局所的な対応ができるように努めています。 

  河川の氾濫予測については、河川管理者である

国、県で観測に使用している水位計の数値を使

い判断しております。各河川ごとの危険水位に

よって、避難勧告等の判断をすることになりま

すが、現在国土交通省では市町村長が適切に避

難勧告等の発令判断ができるよう、危険水位等
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の検証をしているところです。 

  本市では、避難勧告等の判断基準については平

成25年３月の地域防災計画の改定の折、具体的

な数字などを入れた基準を定めましたが、今後

の国の検証結果などを受けて、住民の速やかな

避難行動につなげられるよう、地域防災計画に

反映していきたいと考えております。 

  また、南陽市で起きました河川の氾濫では、上

流部の河川に繁茂している流木が流出をして、

橋の橋脚の部分にたまり、それによって流れが

阻害されて洪水を引き起こす一因となったとい

うふうに聞いております。市内を流れる一級河

川である15の河川については、山形県で管理し

ており、その管理に当たっては山形県河川維持

管理計画に基づき県が維持管理を行っていると

ころであり、河川敷地内の支障木につきまして

は計画的に伐採を行い、川の流れを確保するこ

とができるよう対策を講じています。本市とし

ては、河川管理者である県に対して引き続き河

川施設整備の促進とともに、適時適切な維持管

理に努めるよう要請をしてまいります。 

  自然災害は、発生を防ぐことはできませんが、

災害の被害を減らす減災は可能であります。災

害の際には、御質問にもありましたが自助・共

助・公助が必要とよく言われますが、減災のた

めにはその中でも自助・共助の力が特に大きい

部分を占めます。米沢市はこれまで水害のハザ

ードマップを作成し、周知を図ってまいりまし

たが、現在土砂災害ハザードマップの作成を進

めており、完成した地域から随時周知を行って

おります。まず市内の危険な箇所を知っていた

だき、米沢でも水害、土砂災害が起こり得るの

だという認識を持っていただくことが大事であ

ると考えています。そして、自分の命は自分で

守る、地域の安全は地域で守るという意識のも

とに、各個人ができるところから準備をしてい

ただくということも公助とともに大事であると

いうふうに考えております。 

  また、災害が起きた際に安全な場所への避難誘

導をするためには、共助としての自主防災組織

の力が欠かせないものであります。これも御質

問にありましたが、さきの長野県北部地震の際、

１人の死者も出なかったということは、まさに

この地域の人々の協力のたまものでありますの

で、このことは重大に受けとめて、本市におけ

る自主防災組織の結成促進及び育成になお一層

努めていかなくてはならないと思っております。 

  さらに、災害時には障がい者やひとり暮らしの

高齢者など、いわゆる災害時要援護者と呼ばれ

る方を安全に避難させることが課題となります

が、本市では登録を希望された災害時要援護者

の名簿の作成が完了し、先月、民生委員・児童

委員に提供したところであります。今後は自主

防災組織への提供を進めて、安全な避難や円滑

な救助活動が受けられるように支援をしてまい

ります。 

  さらに、これらの速やかな避難のためには、緊

急情報をより早く伝達するための手段が必要と

なりますが、本市では昨年度、国の緊急情報で

あるＪアラートに自動起動装置を取りつけたこ

とによって、携帯電話へのエリアメール、ＮＣ

Ｖ９チャンネル番組のＬ字放送、エフエムＮＣ

ＶラジオおきたまＧＯ！から瞬時に緊急情報を

伝達することが可能となりました。今年度は同

報系無線の整備の準備を進めておりますが、こ

れによりさらに広範囲に伝達が可能となるほか、

緊急告知ラジオを組み合わせていくことで、さ

らに幅広い年齢層に対応できるように、多様な

伝達手段の確保を進めてまいります。 

  なお、昨日の海老名議員の御質問にもありまし

たが、市としては緊急情報をいち早くキャッチ

するということが重要であります。その点を危

機管理担当職員に確認をしましたところ、担当

職員は全員が夜寝るときに枕元に携帯電話を置

いて寝ることにしているということでありまし

た。その回答から、職員の職務に対する真摯な
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態度が感じられ、大変ありがたいと思っている

ところです。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 原教育長。 

  〔原 邦雄教育長登壇〕 

○原 邦雄教育長 私から、齋藤千惠子議員の御質

問にお答えをいたします。 

  社会教育における評価のあり方についてお答え

をいたします。 

  本市の社会教育の理念について、最初に申し上

げます。 

  本市の社会教育は、市民生活の充実と市政の発

展を目的として、生涯学習活動の推進による自

己啓発への支援、市民憲章を基盤とする明るく

豊かな住みよいまちづくりなどの活動への積極

的な参加、協働を促進する事業を行っておりま

す。さらに、先人から継承した歴史や文化を発

展させ、豊かな人間性を育み、文化の創造に積

極的に参加する市民の育成と活動基盤の活性化

を図っているところです。 

  以上を踏まえ、１、青少年の健全育成に努め、

青少年の育ちを支える社会、地域の連携、拡充

を図る。２、市民憲章の実践を目指し、連帯性

のある地域づくり活動を充実させる。３、生涯

学習の基盤づくりの推進と社会教育関係者、職

員の研修や意見交流を通して、ボランティア、

コミュニティー活動を中心とした人づくり、地

域づくりを進める。の３項目を柱に、事業展開

をしているところです。 

  議員も述べておられるとおり、地区のコミュニ

ティー活動の中核となる拠点として、コミュニ

ティセンターの役割は今後とも重要性を増して

いくものと考えられ、市民ニーズ、地域課題に

即応した事業運営のためにも、点検・評価のあ

り方は大切になってくるものと認識していると

ころです。 

  次に、その事業の評価と次の事業へのフィード

バックの現況についてお答えをいたします。 

  コミュニティセンターでは、平成18年４月より

指定管理者制度を導入し、その事業展開を含め

た管理運営を行っており、現在は第３期目の３

年目を迎えているところです。毎年管理運営に

関する検証表を提出いただき、各コミュニティ

センターを訪問し、聞き取りを行い、事業内容、

要望なども含めたコミュニティセンターの管理

運営状況などについて点検・評価をさせていた

だいております。これにより、さまざまな課題

や問題点などについても協議しながら、次年度

への事業計画や予算編成にも反映させていただ

いているところです。 

  さらに、平成20年４月に施行されました「地方

教育行政の組織及び運営に関する法律」により、

効果的な教育行政の推進に資するとともに、住

民への説明責任を果たしていくため、教育委員

会が事務の管理、執行状況について点検・評価

を行い、その結果に関する報告書を議会に提出

し、公表することと定められているところであ

ります。 

  点検・評価に当たりましては、点検・評価の客

観性を確保するとともに、教育に関する学識経

験者の知見の活用を図るため、平成25年度には

外部評価委員として山形大学副工学部長に依頼

をし、公正かつ的確な御意見を頂戴したところ

です。 

  総評として、点検・評価は適正に行われている

との評価をいただく一方で、目標、狙いが抽象

的で、具体的な施策との対応が結びつきにくい

と思われる表現がある事業や、達成度評価が妥

当でないと判断された事業があるなど、厳しい

御意見もいただいているところです。 

  また、各種講座などの開催に当たっては、参加

者にアンケートをお願いしており、満足度や内

容への意見、参加者の需要などについて伺って

おります。改善に向けての意見も書きやすいよ

う質問項目も工夫しており、このアンケートを

もとに一層魅力ある事業推進を図るとともに、
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地域課題についても日常的に把握する努力をし

てまいりたいと存じます。 

  今後もこれらの評価やアンケートなどを活用し

ながら、生涯学習や地域づくりの拠点・中核と

して、さらには市民サービスの最前線としての

役割を果たしてまいります。今後もすぐれた人

材と豊かな心を育む学びのまちづくりに寄与す

べく、地域に根差した社会教育の推進に努めて

まいります。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 夛田産業部長。 

  〔夛田美佐雄産業部長登壇〕 

○夛田美佐雄産業部長 私からは、３番の「機関車

トーマス米坂線を走る」の御提案についてお答

えします。 

  機関車トーマスは、日本においても絵本やテレ

ビで放送されており、子供から大人まで幅広く

人気があるキャラクターであります。そのトー

マス号を米坂線で走らせるという提案、本当に

実現すれば大変夢のある楽しいイベントだなと

お伺いしておりました。 

  さて、日本国内ではイギリスの機関車トーマス

号を運行しているところはございませんが、ト

ーマスのラッピング電車として富士急行や京阪

電気鉄道で運行したり、大井川鉄道ではことし

７月から期間限定で所有している蒸気機関車の

前面にトーマスの顔を施した機関車トーマス号

をイベント列車として運行しているようであり

ます。 

  本市では、以前に蒸気機関車を米坂線で走らせ

たいというお話がございました。しかし、ＪＲ

東日本との話し合いの中で、米沢駅構内での米

坂線の路線付近にディーゼル車両の給油タンク

があることや、米坂線の路線上にかかる今の橋

梁が蒸気機関車の重量に耐えられるのかの調査

が必要なことなど、多くの課題があることから、

現実的には運行は難しいものと判断した経緯が

ございます。したがって、今回の提案について

も、現実的には運行は難しいものと考えており

ますので、御理解をお願いします。 

  なお、イベント等による観光誘客、地域活性化

は大切なことでありますので、いろいろとアイ

デアを研究してまいりたいというふうに考えて

おります。 

  私からは以上でございます。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○１４番（齋藤千惠子議員） 御答弁ありがとうご

ざいました。 

  最初に、２つ目の質問の社会教育についての①

のところ、評価の点についてですが、私が危惧

しているのは社会教育の中の学力、つまり地域

性とか文化とかそういう集団の総意を踏まえて、

住民にとって必要とされる学力、その学力の進

展という、そういうプロセスが客観的に評価さ

れにくくて、今日のような評価社会の中では社

会教育が距離を置くことになってしまうのでは

ないか、そのことを私は憂慮しているんです。

その点についてはいかがでしょうか。 

○島軒純一議長 船山教育管理部長。 

○船山弘行教育管理部長 大変難しい御質問という

ふうに受けとめましたが、市役所の中の全体事

業の中で社会教育事業をどう評価するかという

問題ともまた違って、実際にその効果をどうい

うふうに測定するか、誰に依頼をするか、そう

いういろんな難しい課題があるかと思います。

今教育委員会のほうでやっているのは、先ほど

教育長答弁にもございましたが、大きく教育委

員会全体の業務について、それもある程度の枠

といいますか、大きな事業単位でありますけれ

ども、山大の先生に外部委員として評価をお願

いしているという状況であります。今の個別の

効果がどうなっているかという評価については、

現段階ではちょっと思いつかないところもござ

いますので、今後研究をさせていただければと

いうふうに思っております。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 
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○１４番（齋藤千惠子議員） よろしくお願いしま

す。 

  それから、一番最初に市長が御答弁いただきま

した財政上のことでございますが、私は聞き取

りのときもこの財政の厳しさは財政上の危機管

理がなされていなかったのではないかというこ

とで、市長にお尋ねしたいと申し上げておきま

したので、ここのことについてお尋ねいたしま

す。 

  財政上の中で、今回は私は質問のところではコ

ミセンの事業費削減というところに関してお聞

きしたかったのですが、今上がってきている段

階ではないとか、市長はこれとこれを削減しろ

などという指示はしていないという、そういう

御答弁でございましたが、現実各コミセンにそ

れぞれに来年度の予定というところでお話が行

っている段階で、結局予算が決まってしまって

から何を申し上げてもだめなので、私はこの時

点でぜひ申し上げたいと思って質問させていた

だいたのです。プロセスを御承知おきください

ということでございましたが、私はわかってい

るつもりで申し上げております。なぜなら、も

う既に市民の方々に、はっきり言えば指定管理

者の方々に、来年度の事業費についてというこ

とでお話がある段階で、市長が「まだ上がって

きている段階ではない」とか「私は指示はして

はいない」とかというような、そういった問題

ではないと思うんです。だからこそ、社会教育

の重要性を認識していただき、ぜひとも各コミ

センにおける事業費、社会教育は私は本当に市

民サービスの最前線だと思っています。その中

でこういったことが起きているのはいかがなも

のかと思って、私はもっとしっかり正当に評価

をしていただいた上で社会教育の、しかも各コ

ミセンの事業費を、市長はこの本会議場でも

「一律何％圧縮をかけるようなことはしない」

とおっしゃっておきながら、現実問題としては

そうではないようにお聞きしておりますので、

その点をお聞きしたくて質問させていただきま

したが、いかがでしょうか。済みません、市長

でお願いします。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 それでは、質問が２つありまし

たので、それぞれお答えをいたします。 

  まず、このような財政難に陥った原因について

お答えをいたします。 

  主な原因でありますが、端的に言えば経常収支

比率が高くて、財政の弾力性が小さくなってき

た中で、普通交付税の基準財政需要額が大幅に

圧縮されたためであると考えています。 

  経常収支比率が高い主な理由でありますが、生

活保護費など扶助費の支出額が多いことを初め、

面積が広いため道路やコミュニティセンターな

ど公共施設の維持管理費が多いこと、下水道事

業がまだ拡張中であるため、特別会計への繰出

金が多額であることなどが挙げられます。 

  また、基準財政需要額の圧縮につきましては、

今年度の地方財政計画においていわゆるリーマ

ンショック以降に国が経済対策分として措置を

講じてきた別枠加算が縮小されたためでもあり

ます。 

  このような財政状況になったことはまことに申

しわけないと思っておりますが、少子化対策な

ど将来を見据えた重要事業に引き続き重点的に

取り組むとともに、市民サービスを安定的に持

続させるためには収支バランスを早急に改善す

る必要があります。 

  そういう状況を踏まえて、２番目に入りますが

全体的に事務事業の見直しを指示いたしており

ます。が、先ほども申し上げましたように、そ

この中でコミセン、大幅削減というようなこと

がまだ決定したわけでもなく、今それぞれの担

当部署でそれぞれ掌握するところにお知らせと

か、あるいは部署内での相談とかをして、それ

が積み上がって具体的に私のところに上がって

きますので、そういう段階だということを御理
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解いただきたい。なぜ社会教育事業、コミセン

が大幅削減なんだというふうに言われても、今

作業段階では私が答えるようなところではない

という、そこは御理解をいただきたいというふ

うに思います。 

○島軒純一議長 市長、齋藤議員は「個別にこの事

業はどうしろというふうにしてないから上がっ

てこないうちはわからないとおっしゃっている

けれども、一律削減、シーリング等について指

示なさったのか」ということだと思うんですよ。

そこに答えていただかないと。だから、下の段

階では指示に当たらないという言い方をされる

と、話が進みませんよ。上がってこないからま

だわからないと言ってしまうと。安部市長、ど

うぞ。 

○安部三十郎市長 今お答えをいたしましたが、少

子化対策など将来を見据えた重要事業に引き続

き重点的に取り組むというふうに申し上げてい

るように、一律に削減ということではないとい

うこともこの議会の最初のほうで申し上げてお

りますので…… 

○島軒純一議長 済みません、コミセン事業にはど

うですか。削減の指示はされましたか。安部市

長。 

○安部三十郎市長 コミセン事業を直接名指しで削

減とかはなっておりません。ただ、教育委員会

がどう上げてくるかによって、さまざまな判断

があると思います。 

○島軒純一議長 教育委員会にされたということで、

コミセンにはしていないということです。齋藤

千惠子議員。 

○１４番（齋藤千惠子議員） 私は、反論するよう

で申しわけありませんが、この財政の厳しさは

市長がおっしゃったことが原因なのかなと、ち

ょっと首をかしげるところがあるので、その点

については今回は財政のことのみの質問ではな

いので、別な機会にお話しいただきたいと思い

ますが、私はこの財政の厳しさというものその

ものが、今12月定例議会の最初の総括質疑のと

きにおっしゃったその理由とはちょっと、私も

わからないのですが、市税がふえる見込みとい

うのはどこにあったのですか。それから、当然

ながら見込みの甘さだったと私は思います。し

かも、電気料金の値上げなど当然ながら想定さ

れたはずです。私はこの結果に対する責任とい

うのは国や県や、今市長がおっしゃったような

理由、そこではないと私は思うんです。私はこ

の結果に対する責任というのは大変大きいもの

があると思います。現状がこのまま進んでいっ

たら、米沢の将来はどうなっていくのか、そう

ならないためにどういうふうな取り組みをして

いくのか、原因の究明と同時にそこのところも

大変重要なことだと私は思うのです。想定外と

か、見込みのとかというようなそんな問題では

ないと私は思うのです。財政上の危機管理がな

っていなかったと言っても言い過ぎではないほ

どの市長の失策だと私は思っています。市長み

ずからが身を切る姿勢を示した上で、市民サー

ビスを低下させないように、そして我慢しても

らうところは我慢していただかなければいけな

いんだというような市民一人一人に御理解をい

ただくようにお願いする、それが市長として上

に立つ者の姿勢ではないかと思っております。 

  財政は厳しい、そして人口減少には歯どめがか

からない、雇用も厳しい、これでは米沢の未来

に夢が持てないですよ。子育てするなら米沢市、

安心して子育てを、子育てに優しい米沢市、こ

れを目指して私もさまざまな提案をしてまいり

ましたが、これらは言うまでもなくそれぞれの

事業に財政の裏づけがあってのことです。市長、

見込み違いだけでは済まされません。財政破綻

に向かっていくようなことは二度とあってはな

らないのです。ぜひこの責任の重さをしっかり

受けとめて、腹をくくって、腹を据えて、どう

取り組むのか、その辺を最後にお聞きしたいと

思います。 
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○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 まず、誤解のないように、重ね

て先ほどの御質問に対してお答えをいたします

が、全体的な見直しは指示をしておりますが、

この事業について見直しとか、そういうふうに

具体的な指示は出しておりませんので、そうい

う意味で教育委員会の所管であるコミセンとか

社会教育事業について、そこだけ名指しで大幅

削減というような、御質問にあったようなこと

は言っていないという、そこをまず御理解いた

だきたい。そして当然一律ということではない

んだという全体的な原則も言っていると、すな

わち全部一律に削減して事足りるという、そう

いう考えではないんだということも指示してい

るという、要するに御質問にありましたコミセ

ンとか社会教育事業についてもそういう原則の

上にあるという、そういう意味で答えておりま

すので御理解をいただきたいと思います。 

  また、なぜ財政難に陥ったのか、その責任をど

うするかということについてでありますが、当

然最終責任は全て私にありますので、これを何

とかさまざまな努力によって切り抜けていかな

くてはならないというふうに思っております。 

  そして、財政難に陥った理由についてでありま

すが、事前に通告がありませんでしたので、実

はこの後、午後に予定されている渋間議員に対

する答弁の準備書を読み上げております。その

ことをまず御理解いただいて、そういう理由で

すので、さらに詳しいことについては総務部長

からお答えをいたします。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 まず、今回の財政難につきま

しては２つあるかと思います。１つは税収の不

足であります。税収の不足については、特に齋

藤議員から見込みの甘さではないか、失策では

ないかというふうに御指摘いただいたところで

す。我々としては、まず県内雇用の改善、これ

は有効求人倍率、それから常用雇用者指数、こ

ういったものを参考にしながら、25年度よりも

増加すると実は見込んでおりました。ここにつ

いては、アベノミクスの影響もあって全国的に

は景気が上向く、その効果も地方にはある程度

恩恵があるのではないかということの見込みも

含まれてございます。ただ、現実にはなかなか

地方にはその恩恵が伝わっていないというふう

な状況にあって、結果的には法人市民税につい

ても見込みより少なかったということでござい

ます。そういうところから、まず市税について

は３億円ほど不足すると。 

  それから交付税でありますが、これについては

先ほどもございました電気料、それから消費税、

こういった値上げについては交付税の中で算定

されているとは思います。ですが、一方では国

の別枠加算が9,900億円ほどあるわけですが、こ

れが26年度に6,000億円ほど減っていると。そう

いった影響もあって、交付税として来る別枠加

算の額が減っていることもあって、地方全体と

して、恐らく全ての団体かと思いますが、交付

税が減っているという状況になっているかと思

います。 

  その２つが26年度で特に財源不足になる要因か

と思っております。いずれも結果論というか、

特に市税についてはこれまでの手法を取り立て

て変えているわけではございませんが、結果的

には減ってしまったと。市民生活にできるだけ

影響がないようには努めてまいるところではあ

りますが、場合によっては相当理解いただく必

要があることもあるかと思います。その辺につ

いては御理解いただきたいなと思っているとこ

ろでございます。 

○島軒純一議長 いいですか。（「はい」の声あ

り） 

  以上で14番齋藤千惠子議員の一般質問を終了し、

暫時休憩いたします。 

 

午後 ０時０９分 休  憩 
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午後 １時００分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、公共施設の建てかえの指針について外４

点、12番堤郁雄議員。 

  〔１２番堤 郁雄議員登壇〕（拍手） 

○１２番（堤 郁雄議員） 自民クラブの堤郁雄で

す。 

  今回もボリュームが多いですので、簡潔に質問

いたしますので、簡潔にお答え願います。 

  早速ですが、今回は公共施設に関する質問をさ

れる方が多いですので、重複しますが、まず公

共施設の建てかえから質問いたします。 

  公共施設の建てかえについては、次期総合計画

にのせて計画的にやっていくとのことでしたが、

総合計画にのせるに当たっての指針というもの

はあるのでしょうか。あれば、指針をお示しく

ださい。 

  次に、先日の財政課の説明では、「現在の本市

の財政状況では、今ある施設全部は建てかえら

れない」との説明であったと思いますが、それ

はその指針を反映しての見解だったのでしょう

か。財政を理由として、老朽化したコミュニテ

ィセンターを建てかえないなどということがあ

るでしょうか。お答えください。 

  また、コミセンだけに限ったものではありませ

んが、公共施設建てかえに当たっては地元産木

材を用いた木造建築にできないでしょうか。 

  次に、米作農家への対応についてですが、米価

下落に対して山形県は借入金等の利子補給等に

援助が必要と判断して補正予算を組み、それを

受けて本市も対応するということになったわけ

ですが、今後本市として何をするべきと考えて

いますか。 

  また、米価下落という報道はずっと早くからあ

ったわけですから、県の対応を待つまでもなく、

本市独自に先行して対応できたのではありませ

んか。その点、どうお考えでしょう。 

  平成30年までには生産調整、いわゆる減反を廃

止するとの国の方針が示されたわけですが、今

後米作農家に対してどのように指導していくの

か、あるいはどういう方向に向かわせていくの

か、本市としての指針などはありますか。あれ

ば、お示しください。 

  次に、東北中央自動車道米沢北インターチェン

ジ周辺の開発についてですが、現在インターチ

ェンジ周辺は農地であり、農振を外すことはし

ないというのが当局の見解だと認識しておりま

すが、今後もインターチェンジ周辺を積極的に

開発するおつもりはないのかお聞きします。 

  次に、学校給食についてですが、午前中の小久

保広信議員の質問と重複しますが、要はもっと

地元産の食材を使えないかということです。 

  次に、御成山公園ジャンプ場についてです。 

  現在、ジャンプのワールドカップが開催されて、

レジェンドの葛西選手を初めとして日本選手も

活躍しております。米沢の選手も育ってきてい

るだろうと思いますが、それは御成山公園のジ

ャンプ台があるおかげだろうというふうに思い

ます。しかし、近年スキー人口自体が減少して

きており、今後もジャンプの選手が育っていく

かどうかというのは心配な部分もあります。そ

こで、現在の御成山公園ジャンプ場の利用状況

をお聞きします。また、御成山公園ジャンプ場

の利用促進を図るための方策などお考えであれ

ば、お聞きします。 

  以上で壇上からの質問を終わります。 

○島軒純一議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの堤郁雄議員の御質問

にお答えをいたします。 

  私からは、公共施設の建てかえの指針について
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お答えをいたします。そのうち、コミセンの建

てかえについては教育長よりお答えします。２

番以降のその他の御質問には部長がお答えをい

たします。 

  初めに、総合計画策定の前提となる公共施設の

建てかえの指針はあるのかについてであります

が、本年10月に公表しました米沢市公共施設白

書のとおり、上水道や病院の企業会計の施設や、

道路、橋梁等のインフラ系施設等を除いた本市

が管理する50平方メートル以上の建物、128の公

共施設における年間の維持管理や事業運営費に

要した実質コストは約26.4億円で、今後40年間

における建てかえや大規模改修に要する経費の

総額は約1,435億円となり、平均すると年35.9億

円の費用が必要になると推計されます。これは

直近の５年間の投資的経費のうち、公共施設に

要する経費は年平均18億円ですので、約２倍の

費用を要する計算となります。 

  今後の財政状況の見通しをした場合、少子高齢

化により人口減少が確実視される中、将来の税

収増は難しく、社会保障費の増加や交付税の縮

減によって公共施設に充当できる財源はますま

す縮小していくことが予測されますので、現在

の公共施設全てを建てかえしていくことは極め

て困難であると考えられます。 

  持続可能な財政運営を図るためには、長期的な

視点を持って更新・統廃合・長寿命化などによ

り公共施設の総量を最適化し、計画的・効率的

な維持管理を行い、財政負担の平準化に努めて

いかなければならないものと考えています。 

  今後も必要とされる公共施設の機能を持続的に

維持するには、人口減少社会に合った将来の米

沢市の公共施設のあり方を考え、今回の公共施

設白書には含まれないインフラ系施設等も含め

てどのような基準、原則で今後の整備を進めて

いくかを、財政運営の見通しや市民ニーズ等を

踏まえて基本的な方針を定めていくことが求め

られております。 

  進め方につきましては、全ての公共施設につい

て所管する部署において実態調査と個別の管理

方針を検討し、その後財政状況を踏まえて全庁

的な考えをまとめるという手順になりますので、

ある程度の期間を要することについて御理解を

お願いいたします。 

  現在作業を進めております新総合計画策定に際

しての施設整備の考え方ですが、財政状況が厳

しい中ではありますが、市立病院や新道の駅等、

緊急かつ重要なものについては後年度への負担

が過大とならないように配慮しながら、厳選し

て計画していきたいと考えているところであり

ます。 

  続いて、地元産木材を用いて建築できないかに

ついてお答えをします。 

  「公共建築物等における木材の利用促進に関す

る法律」が平成22年５月26日公布され、同年10

月１日に施行されたことを受け、山形県では平

成23年３月に「山形の公共建築物等における木

材の利用促進に関する基本方針」が策定され、

本市でも平成25年３月に「米沢市公共建築物に

おける木材利用促進に関する基本方針」を策定

しております。 

  本市の基本方針の策定に当たっては、主管課で

ある農林課のほか、建築住宅課や公共施設を主

管する教育委員会、健康福祉部、産業部の担当

課との調整会議を開催し、今後の公共建築物の

改築や新築の際は可能な限り地域産木材の利用

を促進していくことを申し合わせており、実際

に木造以外の建築物におきましても内装の木質

化等を図り、木材の利用拡大に努めています。 

  市が率先して地域で育った木を地域で利用する

木の地産地消を促進することは、林業の再生を

通じた森林の適正な整備につながり、森林の有

する多面的機能の持続的な発揮や、中山間地を

初めとする地域経済の活性化や雇用の創出につ

ながるものでありますので、積極的な利用を推

進していきたいと考えています。 
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  私からは以上です。 

○島軒純一議長 原教育長。 

  〔原 邦雄教育長登壇〕 

○原 邦雄教育長 私から、堤郁雄議員の御質問に

お答えをいたします。 

  私からは、大きく３点、５項目についてお答え

をいたします。 

  最初に、特に老朽化したコミュニティセンター

の建てかえについてお答えをいたします。 

  地区のコミュニティー活動の中核となる拠点と

してコミュニティセンターの役割は今後とも重

要性を増していくと考えられ、第３期米沢市教

育文化計画の社会教育の施設整備等に関する事

項の中で、着実に充実を図ることとしておりま

す。 

  現在、課題といたしまして既存のコミュニティ

センターの中では特に周辺地区のコミュニティ

センターの老朽化が進んでいることや、本市の

人口が減少傾向にあり、さらに65歳以上の人口

の割合、いわゆる高齢化率も平成22年度で

25.8％、平成27年度には28.5％と推定されてお

り、これらの人口動態を踏まえ、年次計画によ

り改築を進める必要があるとの認識を持ってい

るところですが、コミュニティセンターの建て

かえなどにつきましてもただいま御説明いたし

ました新総合計画に盛り込むこととしている公

共施設に関する基本的な考えに沿って進めてま

いりたいと考えておりますので、御理解をお願

いいたします。 

  なお、増改築等が決まるまでの間は、営修繕工

事などで整備を図りながら対応していきたいと

考えております。 

  ２点目は、学校給食への地産地消率を上げるべ

きではないかということで、現在の学校給食に

対する地産地消率はどれくらいかというふうな

御質問にお答えをいたします。 

  学校給食における野菜の地産地消率については、

平成22年度29.5％、23年度30.5％、24年度

32.2％、25年度30.6％となっております。なお、

平成25年度に地産地消率が減少した理由につき

ましては、野菜の収穫時期における台風の影響

や、猛暑等による天候不順が影響したものであ

ります。 

  次に、地産地消率を上げることについてという

ことでお答えをいたします。 

  地産地消率を上げる取り組みとしまして、野菜

につきましては平成23年度から米沢青果株式会

社を仲介として、共同購入を実施しているとこ

ろです。年々その取り扱い品目が増加している

ところであり、平成23年度は寒中ネギと寒中キ

ャベツの２品目のみでしたが、24年度には７品

目、25年度には10品目、本年度には12品目まで

増加していただいたところであります。 

  また、共同購入の取り扱い期間について、平成

23年度は約１カ月間だけでしたが、24年度から

は９カ月間、７月から３月まで可能にしていた

だいたところです。さらに、来年度につきまし

ては全ての品目ではありませんが通年の取り扱

いをお願いする予定であります。ナメコや生シ

イタケであります。 

  来年度の取り扱い品目につきましても、さらな

る増加をお願いしたいと考えておりますが、生

産者組合の体制整備も必要なことから、今後と

も農林課及び米沢青果と連携を密にし、地元野

菜の地産地消率の向上に取り組みを続けます。 

  冬物の野菜の取り扱いにつきましても、白菜、

寒中キャベツ、寒中ネギについて現在共同購入

を実施しているところでありますが、先ほど同

様安定的な供給をいただければ取り扱い品目を

増加していきたいと考えております。 

  米沢産米の消費拡大につきましては、現在週４

日の米飯給食を実施しているところですが、来

年度よりパンやパスタ等のメニューも大切にし

ながらも、米飯給食の回数をふやしていけない

かどうかについて、校長会や炊飯をお願いして

いる業者等と意見交換をしているところであり
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ます。また、月４回のパン給食につきましては、

12月より１回分を米粉パンへの切りかえを行い

ます。シチューのルーにつきましても、11月よ

り米粉を主原料としたルーを使用しております。

春雨の代用品として米粉麺でつくったサラダは

子供たちに大変好評と聞いているところであり

ます。 

  次に、御成山公園ジャンプ場の利用促進につい

てお答えをいたします。 

  初めに、御成山公園ジャンプ場の利用状況につ

いてお答えをいたします。 

  この施設は、昭和62年４月に県営御成山ジャン

プ場を県より移管され、米沢市御成山公園ジャ

ンプ場となったもので、平成13年11月にミディ

アムヒル50メートル級のジャンプ台に改修し、

中学生を中心として利用されてきた経過があり

ます。 

  最近の利用状況につきましては、平成23年度が

705人、24年度が504人、25年度が483人となって

おり、県内唯一のミディアムヒルジャンプ場で

あるため、毎年山形県中学校総合体育大会スキ

ー競技大会及び米沢市中学校総合体育大会スキ

ー競技大会におけるジャンプ・コンバインド競

技が開催されているほか、平成15年２月には山

形県開催の全国中学校スキー大会のジャンプ・

コンバインド競技会場として、また平成23年２

月には福島県開催の全国中学校スキー大会の同

じくジャンプ・コンバインド競技の委託開催会

場としてそれぞれ利用されました。また、平成

28年度には全国中学校スキー大会ジャンプ・コ

ンバインド競技が開催される予定となっており

ます。 

  次に、御成山公園ジャンプ場の利用促進につい

てお答えをいたします。 

  主に中学生が利用するミディアムヒルジャンプ

場は、東日本では御成山公園ジャンプ場を含め

６カ所であり、県内では唯一となっております。

議員御指摘のように、合宿や大会を行うことで、

選手や監督だけでなく保護者の方々も米沢にお

いでいただき、市内の宿泊施設や観光施設を利

用していただくことによって、地域経済の活性

化にも寄与するものと思われます。今後も競技

団体と協力をしながら、ジャンプ場の一層の利

用促進を図ってまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 夛田産業部長。 

  〔夛田美佐雄産業部長登壇〕 

○夛田美佐雄産業部長 私からは、２番の米作農家

への今後の対応についてお答えいたします。 

  初めに、米価下落に対して本市は何をすべきか

についてでありますが、平成26年度産米の価格

につきましては、食生活の多様化や人口減少な

どによる米の消費量の減少に歯どめがかからな

いことや、民間在庫の増加、さらに本年度産米

の豊作基調予測などを背景として、概算金は生

産費を賄えないほどの大幅な下落となりました。

今後の需要環境の改善による追加支払いや、収

入減少影響緩和対策、いわゆるナラシ対策によ

る減収補塡があったとしても、今後の稲作経営

の存続に及ぼす影響は非常に大きいものと思っ

ております。 

  本市には、中山間地を含め約3,800ヘクタール

の水田があり、国土保全や農業の持つ多面的機

能を維持する観点からも、稲作は今後とも本市

農業の中心的な作物であると考えております。

このことから、まずは米の需給と価格の安定対

策、そして農業者の経営安定対策について適切

な対策を講じられるよう、今後とも継続して市

長会等を通じて政府に要請していきたいと考え

ております。 

  また、本市としては米の直接支払交付金や転作

作物に対する交付金を例年よりも前倒しして支

払いをするため、国やＪＡなどと連携し、事務

手続を進め、11月末までに支払いを行ったとこ

ろであります。 

  次に、県の動向を待つまでもなく、本市独自の
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施策を講じるべきではなかったかについてであ

りますが、御指摘のとおり生産の現場に最も近

いところにいる本市がより早く農業者の状況や

要望を的確に把握し、対策を講じることが必要

だと改めて認識を深めたところであります。現

在、本市独自の対応として、来年１月から運用

方法を新たにするふるさと納税制度の返礼品と

して、来年６月までの期間限定でありますが、

市外にお住まいで１万円以上御寄附いただいた

方を対象として、米沢産のつや姫15キログラム、

またははえぬき20キログラムを贈呈する米沢産

米消費拡大応援企画を実施することにしており

ます。これは通常よりもそれぞれ５キログラム

ずつ増量してお返しするものであり、本市のお

いしい米をより多くの皆様に食べていただき、

その後も継続して御愛用いただくきっかけづく

りにしたいと考えております。 

  また、県外での新たな本市産米の需要を開拓す

るため、東京都荒川区の区役所職員を対象とし

た試食販売や、春に行われる荒川区のお祭りで

の一般市民への試食ＰＲを行うことを検討して

おります。さらに、企業誘致活動がきっかけで

おつき合いが始まった横浜市のライオンズクラ

ブの催し物の際に、飲食業の会員の皆様方に試

食ＰＲを行うことも検討しており、本市産米の

需要拡大に取り組んでいきたいと考えておりま

す。 

  このような本市独自の施策により、本市米作農

家の所得確保につながるよう努力していきたい

と考えております。 

  次に、米作農家への指導や本市としての方針は

あるかについてでありますが、先ほど申し上げ

ましたとおり、これからも稲作は本市農業の中

心的な作物として振興を図る必要がありますが、

今後は以前から進めております園芸作物や畜産

の振興をさらに強力に推進し、農業経営全体に

おける稲作への依存度を見直していく必要があ

ると考えております。 

  これまでも水田を活用しての園芸作物の作付を

推進するため、果樹、野菜、花卉、それぞれに

品目を指定し、経営所得安定対策の産地交付金

を活用して支援をしております。果樹について

は、サクランボ、リンゴ、ブドウを指定し、平

成24年度からは新植から３年間、10アール当た

り７万円を支援することにしており、また野菜

については今年度から品目に冬期間出荷用のキ

ャベツやネギ、白菜を追加し、栽培研修も行い

ながら、作付の拡大に努めているところであり

ます。 

  県や市単独の補助事業の活用を促進するため、

今後は収益の高い園芸作物の栽培技術の研修に

も力を入れ、園芸作物の新規作付の拡大をより

強力に推進し、農業所得の向上に努めていきた

いと考えております。 

  私からは以上でございます。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

  〔山口昇一企画調整部長登壇〕 

○山口昇一企画調整部長 私からは、米沢北インタ

ーチェンジ周辺の開発計画について御答弁をさ

せていただきます。 

  本市のまちづくり総合計画後期基本計画並びに

第４次国土利用計画でお示しをしておりますが、

本市においては人口減少や高齢化社会の進行に

備えてコンパクトなまちづくりの推進を図るこ

とといたしております。具体的には、中央地区

を本市の教育・文化・商業など都市の中核機能

を担う地区として位置づけ、さまざまな都市機

能が集積する中心市街地を形成していくほか、

郊外部の準工業地域への大規模集客施設の建築

を制限しながら、都市計画用途地域の密度を高

めていくコンパクトなまちづくりを目指してま

いります。 

  これを踏まえて、米沢北インターチェンジ周辺

も含めて郊外部へのショッピングセンターなど

の大型の商業施設等の誘致は想定していないと

ころであります。また、当地域につきましては、
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本市農政を支える優良農地として位置づけてお

り、良好な状態で維持・保全されるよう努める

ことといたしております。この考え方は、従来

から変わりはございません。 

  また、当地域では平成18年度から米沢平野２期

農業水利事業を進めており、「農業振興地域の

整備に関する法律」に規定された農振農用地で

ある場合は、この事業が完了する予定の平成27

年度の翌年度から起算して８年間を経過するま

では農振農用地からの除外は制限されます。農

業機械の効率的利用による生産性向上のために、

既に団地化が図られている優良農地については、

今後とも維持していく必要があるというふうに

考えております。 

  私からは以上であります。 

○島軒純一議長 堤郁雄議員。 

○１２番（堤 郁雄議員） 御答弁ありがとうござ

います。 

  それではまず、公共施設の建てかえのところか

ら行きたいと思いますが、コミセンの部分につ

いて昨日の海老名議員の質問をお聞きしていて、

私の認識とちょっとずれがあるかなと思ったの

で確認したいんですが、コミュニティセンター

が避難所に指定されていますね。老朽化した避

難所については、耐震性はないので地震が起き

たときは避難所としては使えないと。でも、大

雨とか洪水の場合には使えるので、避難所の指

定は外さないというような、以前からそういう

説明だったように認識していたんですが、昨日

のやりとりをお聞きしていると、地震が起きて

も倒れなければ使えそうだから、地震でも避難

所として使うんだというような部長のお答えだ

ったような気がするんですが、ちょっとそこを

確認させていただいていいですか。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 地震の強度もあるかと思いま

すが、中規模以上大きな地震が来たと、それで

市中の民間の建物なんかもある程度壊れた状況

があったと。そんな中で、まずコミセンが仮に

無事だとします。全く支障がなかったとすると。

ただ、古い建物でありますので、その古い建物

が市中が壊れているような地震で果たして影響

がないものかどうかをまず確認する必要がある

と。それで、きのうも申し上げたんですが、安

全が確保されたときには、例えば壊れた建物に

お住まいの方が長期間避難を強いられると。そ

の場合、コミセンが時期が経過して安全が確保

できると。例えば建築住宅課か、あるいは業者

で調べてもらうわけですが、最終的には危機管

理担当が判定しますが、それで安全性の担保が

図れるという状況になれば、そのコミセンも避

難所として使うことは可能であろうということ

で、一旦地震が起きてしまったらもう終わりと、

そういうことではなくて、答弁したつもりでご

ざいます。 

○島軒純一議長 堤郁雄議員。 

○１２番（堤 郁雄議員） それだと、やっぱり市

民の皆さんからは非常にわかりづらいというか、

混乱を招きやすいんじゃないかなと私は思うん

ですよ。現実に古いコミセンで地震が起きたと

きに、地震が起きるたびに危ないから外に出ろ

と言ってコミセンから外に出していたと。揺れ

が静まったから大丈夫だから入ってこいと、そ

ういうようなことを現実にやっているところが

あったわけですよね。そのことを市民の方は当

局にも訴えていると思うんですが、その流れで

大雨のときは使えるけれども地震のときは使え

ないというような、そんな中途半端なものでは

なくて、やっぱり危ないから避難所の指定を外

してくれという要望が上がっていると思うんで

すね。それは単館といいますか、古いところだ

け１カ所、２カ所がうちは外してくれと言って

いるんじゃなくて、17地区全部のコミセンの管

理運営委員会ですかね、委員長会か館長会かわ

かりませんが17地区全部で要望書を上げている

と思うんですよ。ということは、米沢市全地区
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からそういう要望が上がっているということだ

と思うんですね。つまり市民からしたらやっぱ

りわかりづらいし、地震がいざ起きたときに確

かに倒れてはいない、倒れてはいないかもしれ

ないけれども、もしかしたら内部のどこかにひ

びが入っているとか、そういう可能性もあるわ

けですよね。それを判定するにはまた時間がか

かると。でも、例えばすぐ隣で古い家に住んで

いた人が自分の家がつぶれて、寒空でどこも行

くところがない、コミセンはとりあえず建って

るからそこに行きます、でも２回目に余震が来

たときに今度つぶれる可能性もあるわけじゃな

いですか。そういう危険を感じているから、と

りあえず建てかえには時間がかかるというのは

わかっていますから、そうではなくて、まず指

定を外してくれと。ここは避難所としては使え

ませんよとまず市民の人にお知らせをしておけ

ば、とりあえずまずそこは使わないと。可能性

として、地震ではないけれども例えば大水、洪

水で一時的に避難しなければならない人がいて、

その人には避難所ではないけれども場所があい

ているから使ってくださいというようなことは

可能だとは思いますけれども、今地震が来て、

自分が逃げなければならないというときに、こ

こは大丈夫だな、じゃあここに行きましょう、

ここは危ないな、ほかに行きましょうと、そう

いう冷静な判断ができるかというと、ちょっと

それはできないと思うんですよ。だから、そこ

のところを市民要望として認識してらっしゃる

とすれば、そこをどういうふうに、つまり避難

所の指定から外してくれという要望に対してま

だ外していないですよね。これからも外さない

のかどうか、そこだけお聞きしたいんです。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 １つの避難所を多種の災害の

避難所として設定する方式から、御説明申し上

げたとおりそれぞれの災害に応じて避難所を設

定する方向で防災計画が見直されております。

ですので、避難所としては土砂災害とかのこと

を考えればまだまだコミセンの機能は十分だと

思っているところです。ただし、地震について

の心配は拭い去れません。なので、住民に対し

てどのように明確に周知できるかどうか、これ

もきのうも申し上げましたが一つの課題だとは

思っています。そんなことを踏まえまして、も

う少しお時間をいただければなと思います。 

○島軒純一議長 堤郁雄議員。 

○１２番（堤 郁雄議員） 地震や災害は待ってく

れませんので、時間をくださいと、どのぐらい

の時間なのかわかりませんけれども、市長にも

そういう要望が直接届いているという、これは

市長を囲む座談会等でもそういう話題が出てい

ますから、御存じだと思いますので、市民派を

旗印にしてらっしゃる市長だったら、全地区か

らそういうふうな要望が上がっているというこ

とを認識していただいて、市民のためを思うな

らどうすべきかということを判断していただき

たいと思います。ここはこれ以上続けませんが。 

  今コミセンのほうに行ってしまったのであれな

なんですが、公共施設全般の建てかえについて

なんですが、今長寿命化だとかさまざまな方策

を考えてというような話もありましたが、今示

された中には指針というのがないというふうに

私は感じたんですね。つまり、最終的には財政

的なもので判断していくというようなお答えだ

ったように私は感じています。長期的視点云々

という話も、結局財政がこうだから建てかえな

いで長寿命化していくとか、そういうふうな考

えですよね。そうでなくて、私が言っているの

は、お金がなくても建てかえしなければならな

いものは建てかえしなければならないという。

建てかえというか、つくり直すという、必ずし

も建物だけとは限りませんからあれですが、そ

れは何らかの明確な指針があるべきだと思うん

ですよ。例えばそれは市長がつくるべきではな

いかなと私は思っているんです。それに応じて
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職員の皆さんがこれは順番でこういうふうにし

ましょうとか、古い順にしましょうとか。ただ、

例えばスポーツを大事にしていかなければなら

ないのでスポーツ施設は建てかえていきますよ

とか、あるいは今分散しているスポーツ施設を

総合運動公園周辺に持っていきますよとか、あ

ると思うんですよ。今は何もそういう指針がな

い。どうなったら建てかえるかという指針もな

い。お金がないから長寿命化しますというふう

に、私はそういうふうに聞こえたんですが、根

本的なところの指針というのは策定してらっし

ゃらないんですか。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 総合的なその指針という

ものは、今現在は明確には定めていないという

のを委員会においても御説明させてもらったわ

けでありますが、そういう現状であります。今

回の公共施設白書では、指針というか結論、方

向性というところまでには及んでいないのかも

しれませんが、やはり人口減少、そして財政規

模が縮んでいく中にあって、総量確保というも

のがなかなか難しくなってくると、そういうこ

れから先の時代を見据えた最適化を図っていか

なければいけないという一つの方向性は打ち出

しているわけであります。やはり財政的な見通

しがなければ、公共施設の改修なり建てかえと

いうのは進まないわけでありますので、一定程

度財政事情に拘束されるということは否めない

現実だというふうに考えております。ただ、今

回の白書はいわゆる箱物だけを捉えた白書であ

りましたので、これを上下水道や、あるいは道

路、橋梁も含めたインフラ系のものも全部総括

をした中で、トータルとして今後どういうふう

な方向で管理をしていくかというふうな総合的

な管理計画を、一定程度時間をいただいてこれ

をつくっていきたいというふうに答弁をさせて

もらったところであります。ただ、差し迫って

今総合計画をつくっているわけでありますので、

この中で公共施設の整備についてもやはり計画

に登載すべきものが出てまいりますので、先ほ

ど答弁させていただいたようにニーズの高いも

の、緊急度の高いもの、そうしたものを厳選さ

せていただいて、一定のものについては計画を

進めさせていただくということをまずさせてい

ただければというふうに考えております。 

○島軒純一議長 堤郁雄議員。 

○１２番（堤 郁雄議員） おっしゃることはわか

ります。ですから、厳選をする基準は何かとい

うところだと思うんですよ。それはやっぱりそ

ういう指針があって初めてこれはつくる、つく

らないというのが選ばれてくるんだと思います

し、先日の財政課長の説明の中では、やっぱり

財政が厳しいので合築とかそういうことも考え

なければいけないよというようなお話でしたか

ら、であれば何と何なら合築できるとか、今せ

っかく一覧表にしてこれは何年、何年と全部出

ているわけですから、となれば当然同じ時期に

耐用年数を迎える施設とかもあるわけですから、

それは例えば一緒にしましょうかというような、

そういう話も当然出てくると思います。それを

同じ時期だから一緒にしようというふうな話に

するのか、それとも単独でもつくらなければな

らないものは建てるのかと、そこの違い、そこ

を選択する基準を示していただきたいとお願い

したんですが、ないということなので、とりあ

えず総合計画をつくる上ではやっぱりその辺の

指針を明確にしていただきたいというふうに思

います。 

  あと、地元産木材をなるべく使いたいという、

そういう指針でやっているということですが、

先日委員会のほうで視察に行かせていただいた

ところで飯能市というところがありまして、そ

れが主たる目的ではないんですが、たまたま新

しい市立図書館ができ上がっていて、そちらも

見せていただいたんですが、飯能市というのは

西川材といういい木材が江戸時代から使われて
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いるということで、飯能市の市立図書館もふん

だんに西川材が使われていたんですね。入って

みると、すごい吹き抜けみたいな大空間の中に

柱がどんと建っているんですよ。それは飾りで

立っているのかなと思ったら、ちゃんと構造材

として使っているんですね。だから、大空間の

ところでもそうやって木造でつくれると。柱は

もちろんですけれども、天井とか遮光ルーバー

とか、あと貸し出し・返却カウンターであると

か、児童の書架、あとハイハイコーナーといっ

て赤ちゃんとかが床をハイハイするコーナーが

あるんですけれども、そこの床材とか、いろん

なものにふんだんに使われているんですね。今

ちょうど新しい新文化複合施設、図書館がつく

られようとしていますが、そこでも地元産の木

材を使おうということで、それは外側だけです

かね。外壁のところに木の板を使うというよう

なことかと思うんですけれども、できれば本当

は中のほうにもふんだんに地元産の木材を使っ

ていただければ一番いいのかなというふうに思

います。最近は南陽市の新文化会館にも見られ

ますように、木造でも大きな建物というのは建

てられるわけですから、南陽市も地元産の木材

を使って、それが地域経済の活性化になるとい

うことで使っているわけですから、米沢市もぜ

ひ地元産の木材を使って、積極的にそういう公

共施設等に使っていただきたいというふうに思

います。これは要望ということにしておきます

けれども。 

  次に米作農家についてなんですが、いつも米沢

市は遅いんじゃないかというふうに指摘されて

いるわけですが、その点については自覚もあろ

うかと思いますので、その辺は余り突っ込みま

せんが、これから先の話ですね。米作、減反が

どんどんなくなっていった場合に、今のままで

ますます米余りが進んでしまうという、それは

もう今から予想できるわけですよね。今でも米

余りがこういう下落を生んでいるとは思うんで

すけれども、そこでどうするかという話なんで

すけれども、園芸作物に切りかえていくという

のはいいと思いますけれども、単にキャベツだ

ネギだというそういうことではなくて、例えば

米沢でもサクランボがとれるわけですから、つ

くっている面積は東根とか寒河江とかあっちに

比べるとすごく少ないわけですよね。だったら、

米沢産のサクランボを大々的に売り出すために

皆さんサクランボを植えてくださいとか、ある

いはブドウを植えてくださいとか、そういうふ

うな方向づけをしたらどうなんですかというこ

となんですよ。今まで水田として使っていたと

ころを、野菜だったらいつでも田んぼに戻せる

からいいかと思っていた人が、木を植えろと言

われればかなり抵抗があると思いますよ。けれ

ども、今のままで将来的にどうするのか、やっ

ぱりその辺はきちんと指針を示すべきだし、米

沢市がこういう方向でやるんだということで皆

さん協力してください、そのための補助もしま

すというような、今のは例え話ですけれどもね、

そういうものがあってしかるべきだと思うんで

す。 

  何で私が今サクランボとかブドウとかと言った

かというと、先日山梨県に行ったんですが、山

梨県でもサクランボをつくっているわけですよ。

山梨県でサクランボをつくっているというのは

私知らなくて、山形県と比べると面積はずっと

少ないんですが、ただ出る時期が山形よりちょ

っと早いので、それなりに売れているんだと思

います。あそこはもちろん甲州ブドウ、そして

ワインが有名ですよね。だから、ブドウと加工

品のワインというものがあれば、６次産品とし

ても非常に売れるわけですし、山形県内でも朝

日町とかブドウが有名ですし、南陽市とかでも

つくっていますし、だからそういう意味では米

沢でもブドウをつくってワインをつくるという

のは決して不可能ではないわけですよ。ただ、

それを単一の農家がちょこっとやっているとい



- 114 - 

うだけでは、やはり米沢の名物というか、推せ

るものにはなっていかないので、米沢市が旗を

振って、皆さんにこういう方向で行きましょう

というようなことがあってもいいのではないか

ということで、何かそういう方向づけはありま

せんかとお聞きしたんですが、キャベツとかネ

ギとかそういう方向で行くということなので、

大変米農家にとっては将来的にもちょっと厳し

いのではないかなというふうな気がいたします。

ぜひ考えられるのであればそういう方向性もち

ょっと考えていただきたいと思います。 

  北インターチェンジなんですが、村山市も高速

道路があって、インターチェンジがあるんです

が、そのインターチェンジの周りは農地なんで

すよ。農振がかかっていて、開発できないわけ

です。開発できないんですが、周りの地域はど

んどん開発が進んでいるところがあるわけです

よね。宅地化になったり商業地になったりして、

そういうところにどんどん人口が流出していく

わけですよ。そういうものに人口が流出してい

って、まちが疲弊していくというのは耐えられ

ないという思いからだと思いますが、市長初め

議長も一緒になって国などに要望書を出したり

しています。何の要望書を出しているかという

と、農振の規制緩和です、要は。それを求めて、

みずからが行って要望しているわけです。つま

りそれは、そういうふうにしなければ自分のま

ちがどんどんなくなっていく可能性がある、人

口が減少していって、なくなっていく危険性が

ある、そういう思いからみずから行っていると

いうことですよ。 

  今、お答えの中ではコンパクトシティーだと。

産業も八幡原とオフィス・アルカディアに集積

していくんだというようなお話でしたが、現実

問題として市長がここ11年市長をやられている

間、企業誘致は進んでいませんよね。八幡原、

オフィス・アルカディアが全部埋まったら、そ

の後はまた別のところにという考えで例えば北

インターの周辺の開発もという方向性はあるの

かもしれませんが、今の段階で八幡原やオフィ

ス・アルカディアが全部埋まるのを待っていた

ら、何十年かかるかわかりません。何でかと言

ったら、市長は全然企業誘致してないから。成

功してないですから。実績上がってないでしょ

う。だから、これから10年やろうと20年やろう

とできないものはできないんですよ。そう思い

ませんか。これからあと何年かかったら、オフ

ィス・アルカディア、八幡原工業団地がいっぱ

いになるのか市長にお聞きしたいんですが。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 何年かかったらというのを今の

段階であと何年というふうに申し上げることは

なかなか難しいと思います。そして、御質問で

すが、だから今話されている窪田の農振の話の

御質問ではないんでしょうか。 

○島軒純一議長 堤郁雄議員。 

○１２番（堤 郁雄議員） 米作農家の話も最初の

ほうでしましたけれども、優良農地も大事だと

思いますけれども、やっぱり雇用とかがなけれ

ば人はふえないし、住めないんですよ。だから、

一つは農家が食べていける、もうかっていける

ような、そういう農政というか、しなければな

らないと思います。それをするための指針はあ

りますかとお聞きしましたけれども、いや転作

作物でキャベツだネギだという話でした。それ

でできるのかと私は非常に疑問に思っていたわ

けです。さらに、例えば会社をつくって、雇用

を生めるようなそういうものを米沢に持ってき

てくださるんですか。今現実にあるんですか。

今あるだけですよね。今あるだけというのは、

例えば市内から会社を持っていったとか、一部

は外から来ているところもありますけれども、

市長が毎月のように多分いろんな会社訪問をし

てらっしゃると思いますけれども、実績が上が

っていないわけですよ。だから、実績を上げて、

どんどん雇用が生まれて、そして八幡原もオフ
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ィス・アルカディアもいっぱいになって、それ

でほかにもっと会社が来たいというところがあ

ったら、もしかしたら北インター周辺もあいて

いるのであの辺に開発という話もあるでしょう。

でも、そこまで待っているのは非常に時間がか

かるので、それがいつになるんですかというこ

とをお聞きしたかったわけですよ。でもそれは

わからないということですので、お答えはいい

です。 

  もうそんなに時間がなくなってきたので、では

次に学校給食についてお話ししたいんですが、

先ほど小久保議員とのやりとりで、大体そこで

ほとんど出尽くしたようなところはあるんです

けれども、学校によって多少地産地消率も違う

というお話もお聞きしました。大きい学校に比

べれば小さいところのほうが地産率を上げやす

いということはあると思います。大きいところ

が今米沢青果さんとの契約とかそういうもので

大量に集めるということをやっているというこ

となんですが、個別の農家さんと直接契約して、

ある程度の数を集める。初めからこの学校だっ

たら何百人とかとわかるわけですから、そうす

るとここの農家１軒だったらどのぐらいとか、

ここ１軒で足りなければ何軒かの農家というよ

うなことも可能だと思うんですが、そういうよ

うなことで地産率を上げていくことはできない

かということをお聞きしたいんですが。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 今現在、契約農家で御協

力いただいているところが小学校18校中16校あ

ります。種類も36種類とかというところもあり

ますので、ぜひ農林課とも一緒になって検討し

ていきたいなというふうに思います。 

○島軒純一議長 堤郁雄議員。 

○１２番（堤 郁雄議員） 学校での消費となれば、

ある程度の数が出るというのはわかるので、農

家にとっても大変ありがたいんだと思いますよ。

ですからなるべく、もちろん地元産を使ってら

っしゃるので、地元の近い農家に協力していた

だいてやるのが、顔の見えるという、そういう

のにつながってくるのかなというふうに思いま

すので、町なかの学校はちょっと難しい部分も

あるのかもしれませんが、それ以外の部分の地

産率をぜひ高めていただきたいというふうに思

います。 

  あと、今は米に関しては100％米沢産なんです

よね。その米は無農薬・有機栽培なんでしょう

か。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 今現在、米は学校給食会

を通してＪＡと全農のほうから米沢地区のお米

を納入していただいています。ただ、全部が無

農薬かどうかというところまではちょっと確認

はできないところです。 

○島軒純一議長 堤郁雄議員。 

○１２番（堤 郁雄議員） 私は子供に食べさせる

ものはなるべく無農薬のものとか有機栽培、あ

るいは有機栽培でなくてもいいとは思いますが、

なるべく無農薬のものを使うというのを心がけ

ているといいますか、したいというふうに考え

ております。やっぱり農薬とかも微量でも体に

だんだん入ってくればいろんなアトピーとかの

原因になったりもすると思いますので、できれ

ば無農薬、無肥料とは言いませんが有機肥料の

もの、もしくは低農薬、特別栽培米とか、そう

いうものを指定していただけないかどうかだけ

お聞きします。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 米の流通ルートについて

も、今現在米沢産米であるといってもここのと

ころだというところまで確認ができない状況に

ありますので、その流通ルートも含めて今後も

う少し検討していきたいなというふうに思って

いるところです。 

○島軒純一議長 堤郁雄議員。 

○１２番（堤 郁雄議員） できればそこまでチェ
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ックというかお願いして、そういうものが出せ

るようにしていただければいいというふうに思

いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

  それから、御成山公園のジャンプ台についてな

んですが、中学生、全中とかの会場に使われて

いる、全国でも貴重なミディアムヒルのジャン

プ台だと思いますので、ぜひこれを生かしてい

ただいて、全国といってもある程度雪国という

ふうになるんでしょうけれども、スポーツ少年

団だとか、そういう中学校の団体があるんです

けれども、そういうところは練習場に困ってい

るんですよね。つまり例えば蔵王だとか人気の

あるところというのはみんな大人の団体とか有

力な団体に先に押さえられてしまって、なかな

か練習できないと、そういうことがありますの

で、米沢はまだ使えますよというふうなことを

ぜひ宣伝していただいて、合宿等に使っていた

だければ、ほかの観光というか食というかそう

いうものにもつながってくると思いますので、

ぜひそこのほうもよろしくお願いしたいと思い

ます。これは要望です。 

  以上です。 

○島軒純一議長 以上で12番堤郁雄議員の一般質問

を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ２時００分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時１０分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  一つ、学童保育所の学校等公共施設利用につい

て外４点、８番高橋壽議員。 

  〔８番高橋 壽議員登壇〕（拍手） 

○８番（高橋 壽議員） 私は５点について質問い

たします。 

  １、学童保育所の学校施設利用について。２、

小中学校の普通教室にクーラーを設置すること

について。３、子育て支援医療制度における外

来受診に対する対象年齢を中学校３年生まで引

き上げることについて。４、福祉灯油の実施に

ついて。５、米沢市高齢者福祉計画・第６期介

護保険事業計画についての以上５点です。 

  まず最初の質問です。 

  この間、この質問を続けてまいりました。９月

議会では酒田市、天童市などで実施している学

校敷地の中に学童保育所を整備している状況、

そして山形市では学校の余裕教室を転用して、

学童保育所として整備している状況を、写真を

御紹介しながら、米沢市でも取り組みを求めま

した。これに対して、教育委員会では「学童保

育の要望に沿って今後は整備していきたい」と

答弁しています。しかしながら、米沢市の学童

保育所が学校施設を利用して整備されたのは、

塩井小学校の１校にすぎません。その他の学校

では、学童保育所から要望があっても「余裕教

室がない」「教育活動に支障が出る」などの理

由で実現していません。９月議会では、その点

をどうクリアすればいいのかということで、県

内の事例を紹介し、教育委員会とこども課に、

視察にも行って再度米沢市での取り組みを進め

るよう求めました。当局はその後視察もされた

かと思いますので、それを踏まえて米沢市の学

童保育所の学校施設の活用を具体的にどう進め

ていくのか、そのお考えをお伺いしたいという

ふうに思います。 

  次に、小中学校へのクーラー設置について伺い

ます。 

  ９月議会では、文科省の「教室適温の指針」を

示し、また山形市がまず中学校から始めて、小

学校へと全ての学校にクーラーを設置すること

とした事例を紹介し、米沢市の考えをただしま

した。教育委員会は「昨年実施をした教室温度

の実態調査を、校長会の意見も伺いながら今後

の方針を検討していく」という答弁をいたして
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おりました。そして校長会の意見は、個別の学

校の古い、あるいは新しいなどの事情でいろい

ろとあったものの、校長会としては「クーラー

設置は望ましい」とするものでした。教育委員

会では、この意見を受けて「さらに各学校の状

況に応じた教室温度の詳しい実態調査を実施し

てみたい」と答弁しています。 

  そこで伺いますが、今回実施したさらに詳しい

教室温度の詳細な調査、その結果についてお知

らせいただきたいというふうに思います。そし

てまた、その結果を受けて今後どういうふうに

進めていくのかお伺いをしたいというふうに思

います。 

  次に、子ども医療費の無料化を中学３年生に引

き上げるよう求め、質問いたします。 

  この間、この問題を米沢市の子育て支援のおく

れた課題として指摘し、対象年齢を引き上げる

よう求めてきました。米沢市の場合、この間連

続して対象年齢を引き上げてきたことも事実で

す。このことについては評価するものですが、

しかしながら県内の自治体の状況を見ますと、

外来受診の対象年齢が小学校６年生となってい

るのは米沢市のみとなってきているのではない

でしょうか。このままでは、県内最下位の状況

にとどまることになります。９月議会でも指摘

をいたしましたが、米沢市の子育て支援策が全

体としては県内の他自治体に比べて目立ってお

くれている状況ではないというふうに私は考え

ています。しかし、子ども医療費無料化で小学

校６年生にとどまっていることが米沢市だけと

いう事態になってしまったら、このこと一つで

子育て支援に米沢市は熱心でないといった印象

を市民も県民も持つことになってしまうという

ふうに思います。私は何よりも子育て世代の皆

さん方の強い要望であるこの課題について、今

力を入れて取り組む必要があるというふうに考

えています。まず県内の自治体の状況をお知ら

せいただきたいというふうに思います。その上

で、米沢市の考えを今後どうするのかお聞かせ

いただきたいと思います。 

  次の質問です。 

  ことしも雪が降り出し、寒い日が続いています。

灯油価格はガソリンなどとともにことしに入っ

て価格が上昇してまいりましたが、ここ１カ月

ほどの間に原油価格が下がって、幾分店頭価格

は下がってきています。ただし、10年前と比べ

て約２倍となっています。こうした状況に、昨

年は北海道、北信越、東北の自治体では高齢者

世帯、障がい者世帯などに灯油購入助成を実施

いたしました。福祉灯油と言われる事業です。 

  国は、昨年は３月末の年度末ぎりぎりになって

福祉灯油を実施した自治体に対して特別交付税

で手当てし、山形県は２月になって県内各自治

体に一律100万円の補助を出して支援をいたしま

した。これを受けて、県内では27の自治体で福

祉灯油事業を実施しています。 

  米沢市はどうか。一昨年に市長が「福祉灯油を

実施したい」と答弁はしたものの、実施する場

合の基準のハードルを高く設定しているために、

一昨年、昨年と連続して実施しませんでした。

昨年は特別交付税措置と県の補助が実施されな

がら、米沢市は実施に至りませんでした。 

  国の年度末ぎりぎりの特別交付税の措置に対し

ては、各県から早い時期に措置できるよう、こ

の間要望が国に対して出されて、また県内自治

体からは県に対して一律100万円の補助では対象

者の多い米沢市を含め鶴岡市、山形市などそう

いう自治体では昨年は実施に踏み切れないとい

うことで、県に対して要望が出されています。

私もこの11月18日に県内の共産党の地方議員と

ともに副知事交渉をし、「この点を踏まえて今

年度は実施を」と申し上げてまいりました。副

知事は、「昨年の反省を踏まえ、検討してみた

い」と答えています。 

  ９月議会で、米沢市が福祉灯油実施に踏み切れ

ない課題として指摘をした高い灯油価格基準に
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こだわっていることに対して、健康福祉部長は

「国、県が実施するとなった場合は、米沢市と

しては基準にこだわらず実施を検討したい」と

答弁していたかというふうに思います。そこで

伺いますが、米沢市としてはことしの福祉灯油

について国、県の対応についてどのように捉え

ているのか、そして米沢市ではどのような対応

をとるお考えなのか、お伺いをしたいというふ

うに思います。 

  最後の５点目の質問です。 

  介護保険制度が始まってから14年が経過し、来

年４月から第６期の介護保険事業計画に従って

本市の介護サービスも進められることになりま

す。しかし、第６期の介護保険事業を準備させ

ることになった昨年国会で可決成立した医療・

介護総合法は、高齢者を介護保険制度からはじ

き出すもので、介護保険制度を根本から変えて

しまう大改悪と言ってもいいものというふうな

内容になっています。これまで介護保険でサー

ビスを受けることができた高齢者が、市町村で

実施する新総合事業に振り分けられ、場合によ

ってはこの事業も受けることができない高齢者

も出てまいります。特別養護老人ホームへの施

設入所も、要介護３以上に制限されることにな

ります。その上、介護保険料の引き上げも予定

されています。 

  そこでお伺いをいたしますが、特養ホームに入

所できなくなる高齢者をどのようにして支えて

いこうとしているのか。そしてまた、要支援

１・２の高齢者が受けることになる地域支援事

業、これはどういった内容を今予定しているの

か、当局の考えをお伺いしたいというふうに思

います。 

  以上５点についてお答えをお願いします。 

○島軒純一議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの高橋壽議員の御質問

にお答えをいたします。 

  私からは、子育て支援医療制度についてと、米

沢市高齢者福祉計画についてお答えをいたしま

す。その他につきましては部長よりお答えをい

たします。 

  子育て支援医療制度でありますが、この制度は

全国的に対象年齢を中学生までとする市町村が

多くなってきております。現在、山形県内35市

町村のうち31市町村が中学３年生までを対象と

しています。本市でも、御質問にもありました

が対象者を毎年拡大しており、平成24年度は小

学１年生まで、平成25年度は小学３年生まで、

そして今年度は小学６年生までと拡大してきま

したが、さらに中学３年生までの拡大が必要と

考えております。 

  昨日の遠藤正人議員の御質問でもお答えいたし

ましたが、これまでの議会でも最近では今御質

問の高橋壽議員、堤郁雄議員、齋藤千惠子議員

からも御提案があったことも踏まえ、現在財政

的な観点や事務処理及び人員体制等について実

施への検討を前向きにしているところでありま

す。なお、従来より申し上げておりますが、こ

の制度は県の制度に対して各市町村がいわゆる

上乗せをしているものですので、山形県に対し

ましても重要事業の要望などの機会を捉えて対

象者を拡大していただくよう、引き続き要望し

ていきたいと考えております。 

  続いて、米沢市高齢者福祉計画・第６期介護保

険事業計画についてお答えをいたします。 

  この米沢市高齢者福祉計画・第６期介護保険事

業計画における特別養護老人ホーム入所に関す

る御質問でありましたが、介護保険法の改正に

伴い、平成27年４月１日以降、特別養護老人ホ

ームについては居宅での生活が困難な中・重度

の要介護高齢者を支える施設としての機能に重

点化を図ることとしています。具体的には、特

別養護老人ホームへの入所判定対象は要介護３

から要介護５までの方、要介護１または要介護

２であっても、特例入所の要件に該当する方と
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なります。この特例入所の要件とは、居宅にお

いて日常生活を営むことが困難なやむを得ない

事由があることとなっております。その事由で

ありますが、次のような事情を考慮するとなっ

ています。１、認知症であって日常生活に支障

を来すような症状、行動、そして意思疎通の困

難さが頻繁に見られること。２、知的障がい、

精神障がい等を伴い、日常生活に支障を来すよ

うな症状、行動や意思疎通の困難さが頻繁に見

られること。３、家族等における深刻な虐待が

疑われることなどにより、心身の安全・安心の

確保が困難であること。４、単身世帯であるか、

同居家族が高齢、または病弱である等により、

家族等による支援が期待できず、かつ地域での

介護サービスや生活支援の供給が不十分である

こと。以上の事情等を考慮して、特例入所対象

者に該当すると判断した場合、本市では要介護

１・２であっても特例入所者として要介護３か

ら要介護５の方と同様に入所判定者となる旨の

意見書を作成し、入所の申し込みを行っている

施設に提出することになります。 

  具体的な流れとしましては、当該施設において

定期的に入所検討委員会が開催されます。入所

検討委員会では、介護の必要の程度や家族の状

況等を勘案して、最終的な入所者を決定するこ

とになります。 

  次に、本市における在宅の特別養護老人ホーム

の待機者は、平成26年６月１日現在要介護１の

方が32人、要介護２の方が53人、要介護３から

５の方が141人、その他の方が６人いらっしゃい

ます。現在においても、入所者のほとんどは要

介護３以上であり、要介護１・２で入所が必要

な方につきましては、要介護度は低いものの入

所が必要であるという本市の意見書を入所検討

委員会に提出しております。したがって、入所

判定に係る状況はほぼ変わりません。 

  本市では現在、高齢者が支援や介護を必要とす

る状態になっても、住みなれた家でできる限り

自立した生活ができるように、適切な介護サー

ビスや在宅福祉サービスが必要に応じて提供さ

れる仕組みづくりに取り組んでいます。現在策

定中の米沢市高齢者福祉計画・第６期介護保険

事業計画におきましても、「高齢者がいきいき

と暮らすまちづくりの推進」を基本理念に掲げ、

団塊の世代が75歳に達する平成37年のあるべき

姿を念頭にして目標設定した中長期計画として、

地域包括ケア実現のための方向を検証して、在

宅医療介護連携等の取り組みを本格化していく

考えです。 

  本市の状況としましては、市内に数多くの介護

サービス事業者があり、多様なサービスを提供

しております。一例として、デイサービスを行

っている事業所は市内に通所介護と認知症対応

型通所介護を合わせ、37事業所があります。訪

問介護事業所は25事業所、ショートステイも11

事業所で行っています。その他、デイサービス

とショートステイと訪問介護の機能をあわせ持

つ小規模多機能型居宅介護や、小規模多機能型

居宅介護に訪問介護の機能も加えた複合型サー

ビスもあります。今後もこれらの在宅サービス

の充実に努めていく考えであり、入所待機者の

方、入所対象者に該当しない要介護１・２の方

には、これらのサービスを必要に応じて提供し

ていきたいと考えております。 

  次に、低所得者対策ですが、介護保険サービス

の中では所得等に応じて利用者負担の上限額を

定め、超えた分を支給する高額介護サービス費

という制度があります。また、介護保険と医療

保険の両方の利用者負担が高額になった場合に、

合算して限度額を超えた分を支給する高額医

療・高額介護合算制度もあります。さらに、本

市独自の低所得者対策として、介護保険居宅サ

ービス利用者負担額助成事業を行っております。

これはサービスの利用が必要な場合でも、利用

料の自己負担分の支払いが困難なことから、サ

ービスの利用を控えているという利用者に必要



- 120 - 

なサービスを受けていただけるよう実施してい

る本市独自の制度です。介護保険居宅サービス

を利用していらっしゃる低所得者に対し、その

利用料の１割である自己負担分の２分の１から

３分の１を助成します。財政状況の厳しい中で

ありますが、今後もこの独自支援を続けてまい

りたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

  〔菅野智幸健康福祉部長登壇〕 

○菅野智幸健康福祉部長 私からは、学童保育所の

学校等公共施設の利用についてお答えいたしま

す。 

  学童保育所の学校等公共施設の利用についてで

ありますが、現在公共施設を利用して放課後児

童クラブを実施しておりますのはコミュニティ

センターでは２カ所、児童センターで３カ所、

学校施設で１カ所の計６カ所となっております。 

  学校の施設を活用し運営している放課後児童ク

ラブにつきましては、防火管理体制を明確にす

る必要があることから、今年度教育委員会、学

校、こども課、放課後児童クラブの実施主体の

４者による協議を行い、防火管理者の選任や管

理責任の及ぶ範囲、時間などを定め、消防計画

を学校及び放課後児童クラブ相互に作成し、消

防に提出したところであります。施設の安全管

理、セキュリティーの問題を解決し、学校を使

用するに当たっての課題を解決できたものと考

えております。 

  しかしながら、学校等公共施設を活用しての放

課後児童クラブの設置につきましては、その建

物の構造上課題となる案件は各学校によってさ

まざまであると考えております。このようなこ

とから、他市町村の取り組み例の視察につきま

しては今年度中に教育委員会とこども課合同で

行いたいと考えております。教育委員会、こど

も課がともに共通認識を持ち、具体的な対応策

の検討を行ってまいりたいと考えております。 

  放課後児童クラブの運営につきましては、９月

議会において議決いただきました「米沢市放課

後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基

準を定める条例」に基づいて、来年度から各放

課後児童クラブにおいて実施されることになり

ます。この条例において面積基準、人員配置基

準が定められましたので、現在各放課後児童ク

ラブには新制度に向けた届け出の準備を進めて

いただいている状況であります。 

  また、現在策定中の米沢市子ども・子育て支援

事業計画に放課後児童クラブ事業の利用児童数

の目標数値を掲げ、必要とされる量の見込みに

対する確保の方策を盛り込むことになっており

ます。この目標数値は、昨年度実施しましたニ

ーズ調査をもとに実態に即した数値を設定する

こととなり、市内全体の必要量が定められるこ

とになります。目標数値及び確保の方策につき

ましては、米沢市子ども・子育て会議の委員の

方からいただいたさまざまな御意見を参考に策

定を進めているところであります。 

  また、放課後児童クラブはそれぞれの事業者の

御努力でこれまで設置してきた経過があり、現

在16学区に31のクラブが設置されております。

その設置施設につきましては、コミュニティセ

ンターや学校、児童センターなどの公的施設で

運営をしている地域もあれば、民間の賃貸契約

により事業を実施している場合や、放課後児童

クラブの実施を目的に建設された施設を借り受

けている事業者もあり、さらには１学区に複数

の放課後児童クラブが存在する地域があるなど、

地域によってその設置状況は異なっております。 

  国が示しました「放課後子ども総合プラン」に

おきましては、学校施設の一層の活用促進を図

ることとされ、国は新たに開設する放課後児童

クラブの約80％を小学校で実施することを目指

しております。児童の安全・安心な居場所の確

保として、学校の余裕教室などの活用は大変有

効であると思いますが、地域によって異なる本
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市の現状を十分に考慮する必要もあるかと考え

ております。 

  学校等公共施設及び敷地の活用につきましては、

各放課後児童クラブから今後出される制度に向

けた届け出の状況と、計画で定めた目標数値と

の調整を図りながら、各放課後児童クラブの意

向を確認し、教育委員会など関係機関との調整

を行い、計画性を持って個別に対応を行う予定

でおります。 

  続きまして、福祉灯油の実施についてお答えい

たします。 

  まず、臨時福祉灯油購入助成事業の目的につき

ましては、灯油価格の急騰により高齢者や障が

い者などのいる低所得者世帯に対し、冬期にお

ける経済的負担の軽減を図るため、国、県の補

助を受けずとも市単独事業で実施できるよう基

準を定め、取り組むものとしております。なお、

この基準につきましてはどのようなものが給付

としてよいものなのか、今後も他市の事例も参

考にして研究してまいりたいと思います。 

  また、昨今の灯油価格の状況ですが、経済産業

省資源エネルギー庁による給油所小売価格調査

によりますと、昨年度県が事業の実施を決定し

た２月の前後１カ月、これは１月から３月まで

になります、この間の灯油価格は18リットル当

たり1,876円から1,810円で推移しておりました

が、今年度に入りまして７月７日の公表値1,883

円をピークに、直近11月25日の公表値では1,748

円まで値下がりしている状況です。本市が基準

と定めている10月期では1,851円から1,806円と

値下がりしており、基準を上回るものではござ

いませんでしたので、市単独事業での実施は見

送ったところでございます。 

  今後、仮に生活関連物資などの高騰に伴う冬期

における困窮者対策として、健康で文化的な生

活を保障する責務を負う国、また県民の経済的

負担の軽減対策として県が実施しようとする場

合には、実施に向けて取り組まなければならな

いと考えております。しかしながら、一方で国、

県が事業に踏み切る場合であっても、本市とし

ましては事業総額に見合うだけの補助事業であ

るかどうか、補助対象がどのようになるのか、

また事業スケジュールにおいて真に困窮してい

る時期にタイムリーな補助となり得るかどうか

などを勘案し、実施の判断を見きわめていかな

ければならないと考えております。いずれにし

ましても、今後も灯油価格の推移を引き続き注

視してまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 原教育長。 

  〔原 邦雄教育長登壇〕 

○原 邦雄教育長 高橋壽議員の御質問にお答えを

いたします。 

  私からは、小中学校の普通教室にクーラーを設

置することについてお答えをいたします。 

  初めに、議員お尋ねの普通教室の室温状況であ

りますが、文部科学省の平成22年３月改訂版の

学校環境衛生管理マニュアルにおいて、夏期で

は30度以下であることが望ましいとしています

が、最も望ましい温度は25度から28度とされて

いるところです。 

  初めに、測定方法について御説明をいたします。 

  議員より昨年の６月議会で質問をいただき、そ

の後校長会の同意を得て、昨年度と今年度の２

年間調査を行いました。昨年度は７月10日から

９月末まで、今年度は６月10日から９月末まで

の期間を対象としました。ただし、夏季休業中

は調査対象から除いております。その中で、28

度を超えた日数として１日以上５日以内が昨年

度２校、本年度３校、６日以上10日以内が昨年

度10校、本年度７校、11日以上15日以内が昨年

度９校、本年度４校、16日以上20日以内が昨年

度３校、本年度３校、21日以上が昨年度２校、

本年度８校となっております。 

  なお、昨年度と今年度では測定日数が違うため、

室温で区分をした構成比を申し上げます。28度



- 122 - 

以下の日数の割合が昨年度は43％、本年度69％、

28度を超え30度以下が昨年度40％、本年度24％、

30度を超え32度以下が昨年度15％、本年度５％、

32度を超えた日が昨年度２％、本年度２％とな

っております。 

  その結果、最適な適温とされる割合は昨年度

43％、本年度69％、28度を超えた割合は昨年度

57％、今年度31％となりました。昨年度が猛暑

に対し、今年度は比較的過ごしやすい日が多か

った状況を反映しているようであります。その

ため、今後につきましても普通教室の室温測定

は継続していきたいと考えているところであり

ます。 

  続きまして、校長会における要望等についてで

ありますが、小学校につきましてはクーラー設

置の要望よりも「課題を抱える児童への対応」

や「児童の安全確保と教育環境の充実」、そし

て「給食の安定供給と食育の充実」が上位の要

望となっており、クーラーの設置要望につきま

しては保健室に設置されたことにより当面の間

設置の必要性がないとする学校が多く、意見の

ばらつきがありました。 

  中学校につきましては、「課題を抱える生徒へ

の対応」の次に、学校側における特に上の階で

風通しが悪く室温の上がる教室に設置の要望が

ありました。 

  次期総合計画につきましては現在策定中であり

ますので、策定作業が進められていく中でどの

ように掲載すべきかなどを含めて検討していき

たいと考えております。 

  今後は、平成23年度に全ての普通教室において

扇風機を設置した効果や、平成26年度に全ての

保健室にクーラーを設置した効果等も検証しつ

つ、次年度以降も室温測定の状況を継続的に把

握をしながら、校長会とともに検討してまいり

ます。普通教室全てへの設置という検討も必要

ではありますが、学校の立地状況や建物の構造、

風通しなども勘案しながら、真に必要な教室に

ついて検討していきたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○８番（高橋 壽議員） まず、学童保育のほうか

ら再度質問させていただきたいと思います。 

  ９月議会では、先進地といいますか、酒田市、

天童市あるいは山形市をぜひこども課、それか

ら教育委員会で視察し、12月議会でも質問いた

しますのでそれを踏まえた御答弁をということ

で、いわば宿題をお預けした形にしておりまし

たけれども、これから今年度中に視察をして考

えていきたいというお話でしたので、ちょっと

残念だったわけですけれども、ぜひ視察をして

いただきたいというふうに思います。 

  それで、答弁では学校施設は文科省の方針でも

今後やるべきだということで、教育委員会でも

進めていきたいという答弁でしたよね。ただ、

学校によりさまざまな状況が違うので、来年度、

新年度から始まる子ども・子育て新制度の中で

学童保育からさまざま申請書を出してもらう中

で、各学童から要望をお聞きして、その要望に

従って教育委員会で個々の学校で学童保育施設

を準備できるのかどうか検討していきたいとい

うお話だったですよね、答弁は。それでよろし

いですか。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 議員の質問では、メーン

としているのは学校施設ということで想定して

いらっしゃいますけれども、私どもとしては学

校も含めてということで、大くくりで公共的な

施設というふうに考えてございます。したがい

まして、先ほども答弁で申し上げましたとおり、

まずはそれぞれの学童さんでどのようなことを

御要望されているのかといったところをまずこ

ども課のほうで聞き取りしていかなければなら

ないというふうに考えてございます。したがっ

て、その中で学校というふうなところの案があ

れば当然教育委員会とも相談をさせていただき
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ますし、その他の公共施設というふうな部分も

当然考えられますので、それは庁内でいろいろ

検討していかなければならないというふうに考

えているところであります。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○８番（高橋 壽議員） 私の認識としては、これ

までも学童保育所から学校施設あるいは学校敷

地内を活用させてくださいという要望は出てき

たというふうに思うんですよ。来年度、新年度

からの新制度の中で申請を出す、その中でこの

要望についてもあるのかどうか各学童からお聞

きして、その後検討したいという答弁をされて

いますけれども、これまでも私は具体的に学校

施設を利用させてくださいという要望があった

というふうに認識しておりましたけれども、い

ずれにしても各学童から学校施設を利用させて

ほしいという要望があるかどうかをまず確認す

ると、その上で要望があればこども課、教育委

員会と、そこの学校でできるのかどうかを調査

あるいは検討して、それでオーケーとなればそ

こに整備していく方向で考えていくということ

ですよね。 

  それで、私はこの間この課題が、各学童から具

体的に要望があったというふうに思っています

けれども、ありながらなかなか進んでこなかっ

たという事情を考えてみると、やっぱり教育委

員会とこども課で今学童保育所がある学区の学

校について、要望が上がるかどうか、上がって

からどうするという話ではなくて、具体的に学

校敷地内を利用できるのかどうかという調査を

する必要があるというふうに思います。酒田、

天童で具体的にそういうふうな形で学校の敷地

内に学童保育所を整備しています。視察に行か

れたらその状況をよく見て、市内の小学校で敷

地内に、例えば具体的に言えば東部小学校では

敷地内のこの辺だったら活用できるんじゃない

かとか、そういうことを調査する必要があると

いうふうに思うんですよ。調査した上で各学童

から要望を聞いて、それで具体的に検討を前へ

進めていくという話があってしかるべきだとい

うふうに思いますけれども、いかがですか。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 ただいま議員が述べられ

たのは、検討の手法だと私のほうでは認識させ

ていただきました。やはり具体的にどのくらい

の人数の子供さんがその地区にいらっしゃるの

かとか、あと先ほども答弁申し上げましたよう

に各学区の中に複数の学童さんが入ってらっし

ゃるといったところの状況もございます。した

がいまして、まずそういったところを私どもと

しては確認しながら、それぞれの学童さんのま

ず御意向を先にお聞きしなければならないので

はないかなというふうに考えてございます。答

弁の中でも申し上げましたように、一律公共の

敷地なり施設を望んでいらっしゃるものではな

いといった状況も一方でございますので、その

辺検討しながら、まずは対応させていただきた

いというふうに思います。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○８番（高橋 壽議員） 各学童の意向は聞いてほ

しいという話はこの間何度もこの議会で申し上

げてきたんですよ。だけれども前に進んでこな

かったということを踏まえて私が今申し上げた

のは、各小学校で具体的に設置できる場所があ

るのかどうかというのを前もって検討していた

だきたいという話をさせていただいたんですよ。

いずれにしても、それでは各学童から学校施設

を利用したいのかどうかという意向調査はやっ

てください。それはよろしくお願いします。 

  次に、クーラー設置ですけれども、小学校の校

長会それから中学校の校長会に調査の結果を踏

まえて御相談されて、小学校ではその他の課題

がまだあるんじゃないかというお話、中学校で

は上の階のところについては設置してほしいと。

各学校の校舎の状況が違いますので、私が全て

の小学校の普通教室と申し上げたのは、やっぱ
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り全国的な傾向としては全ての普通教室にクー

ラーを設置してきているというのが今の流れで

すし、山形市もそういうふうな方向で行ってい

るということで、米沢市もやられたらいいんじ

ゃないかということで申し上げてきました。た

だし、やっぱり財政的な問題がありますので、

ここは全ての教室に設置は求めながらも、やっ

ぱり具体的に実態調査をされたら今30度以上の

教室があるわけですから、そこのところから順

次どうやって進めていくかという話を私はする

のが大事だというふうに思いますけれども、い

かがでしょうか。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 先ほど教育長からも答弁

申し上げましたとおり、学校によって、それか

ら１階、２階、３階でも全然違うんです。それ

から、風通しによっても違いますので、子供た

ちにとってやはり暑い教室というのはうまくな

いわけですので、そういったところから整備し

ていく方向で検討していきたいなというふうに

思っております。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○８番（高橋 壽議員） 今、そういうところから

整備していくということなので、ぜひそういう

室温の高いところから整備を早目にお願いした

いというふうに思います。 

  次に、子ども医療費の対象年齢を引き上げてほ

しいという質問ですけれども、きのうの答弁も

きょうの答弁も中学校３年生までの引き上げに

ついては必要があると考えているという市長答

弁でした。ただし、前向きに今事務作業を進め

ているけれども、きのうもそうでしたけれども、

新年度からやるかどうかというのは明言されな

かったわけですよね。それで、お聞きしますけ

ど、35市町村のうち31市町村が中学校３年まで

としていると。残る４市というのは米沢市含め

て４市ですけれども、残る３市というのはどこ

どこですか。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 私のほうで調べていると

ころでは、現在酒田、村山、南陽というふうに

なってございます。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○８番（高橋 壽議員） 私、７月１日現在の県の

資料が手持ちにありますし、前回も若干御紹介

しましたけれども、今おっしゃったように新庄

市は小学校３年生まででしたけれどもこの12月

から中学校３年生まで引き上げました。それか

ら、山形市が小学校６年生までにとどまってお

りましたけれども、この10月から中学校３年生

まで引き上げました。それから、酒田市は９月

の議会答弁で2015年度から中学校３年生まで引

き上げると答弁しています。それから、寒河江

市も小学校６年生まででしたけれども、10月か

ら引き上げました。それから、村山市は2015年

度から当初予算に向けて検討するというふうに

議会答弁しております。それから、東根市も小

学校６年生まででしたけれども10月から中学校

３年生まで移行しました。南陽市は来年度、新

年度で実施したいと。今答弁ありました酒田市

と村山市と南陽市、米沢市が中学校３年生まで

になっていないということですよね。残りは全

て中学校３年生まで、あるいは具体的にこの10

月かあるいは12月から引き上げた、あるいは新

年度から引き上げることを議会なりで明言して

いるわけですよ。となると、米沢市だけが、今

準備はしているけれども、そういうふうにした

いけれども、いつからすると明言してないんで

すよ。これはなぜ明言できないのですか。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 過日の質問でもお答えし

ましたけれども、今現在予算の調整中でござい

ます。あわせて、今議員からも紹介ございまし

たように、既に実施されている市におきまして

は10月、12月というふうに年度早々という状況

ではございません。これにつきましては、実は
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私どものほうの事務体制がありまして、さまざ

まな帳簿的な部分、それからそれぞれの方々の

名簿の確認等の作業がございますので、そうい

った年度の部分というところは現時点では予算

の編成とあわせてはっきり申し上げられないと

ころでございます。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○８番（高橋 壽議員） ほかの市では、もう来年

度、新年度からやるということを明言している、

米沢市は明言していないんです。４月からやる

かどうかもわからないと。結局、県内でこの問

題については最下位なんですよ。小学校６年生

までというのは米沢市だけになってしまうおそ

れがある。私は新年度からやるんだろうと思っ

ていますけれども、やらないかもしれませんよ

ね、明言しないということは。この状況は非常

に私は問題というか、市民に対するアナウンス

メントといいますか、そういう点では非常にま

ずい話だと私は思います。やはり子育て世帯の

皆さん方の大きな要求なんですよ、これは。せ

めてやっぱり県内の自治体と横並び、そこでや

っていかなければ、やっぱり米沢市が子育てに

力を入れていないという印象は拭えないという

ことになりますし、やはりそれが結局子育て支

援全体の施策に悪い印象を与えていくというこ

とはあるというふうに私は思います。そういう

点でも、やはり新年度からやるということを明

言するということは、非常にある意味やり方と

して大事な問題だというふうに思うんですよ。

結果として予算編成で盛り込んで、新年度から

事業をやるにしても、県内どこでもみんな新年

度やりますという話の中で、米沢市だけが明言

していない。やらないかもしれないということ

もあり得るわけですよ。だから、本当に新年度

からやるということで、事務作業なり予算の財

源確保を今内部で調整しているということであ

れば、新年度からやるということは明言しても

よさそうな話だと私は思います。そこだけ申し

上げておきます。現時点では中学３年生までや

っていない自治体は４自治体ありますけれども、

そこは明言しているわけだから、そのことを考

えれば米沢市は明言していないという点で県内

最下位というところですから、そこはよく認識

してほしいというふうに思います。ちょっとく

どくなりますけれども、もう一回。新年度から

やらないんですか。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 繰り返しになりますけれ

ども、現在予算の策定の中で努力しておるとこ

ろですので、御理解をお願いしたいと思います。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○８番（高橋 壽議員） これは県の事業なので、

県に対して対象年齢を引き上げるよう要望して

いきたいというお話がありました。私はあわせ

て国に対しても強く、国の制度として実施する

よう要望すべきだというふうに思います。そし

て、実施している自治体に対して、国は国庫負

担を減らすいわゆるペナルティーを科している

わけですよ。国庫負担を減額していると。この

こともあわせて、国に対して強く要望をお願い

したいというふうに思います。ペナルティーを

科さないこと、それから国の制度として実施す

るようにと、この２点を県に要望すると同時に、

お願いしたいというふうに思います。 

  次に、福祉灯油ですけれども、昨年の特別交付

税の時期がおくれて、なかなか全国の自治体で

混乱しましたけれども、今年度の国の状況を見

てみますと、11月６日の朝日新聞の報道、それ

から11月７日には地元の山形新聞の報道で、そ

れぞれ政府が景気対策、景気がなかなか悪いの

で、一定景気対策をしなければならないという

話の中で、生活支援策ということでことしの補

正予算に組んでいきたいということを方針とし

て決定したようです。ただ、総選挙になって解

散してしまったので、これがそのまま行くのか

どうかわかりませんけれども、この中には灯油



- 126 - 

を購入した場合の交付金の措置をしたいという

ふうな記事が出ているわけですね。それは御承

知だというふうに思います。 

  それから、県内の状況ですけれども、ことしは

東根市、山辺町がもう既に12月１日現在やる方

向で進めています。受け付けをもう始めている

ところがあります。それで、置賜３市５町の中

では、おととい長井市で実施するということが

議会で報告されました。県が昨年は一自治体に

一律100万円ずつの補助をしたわけですけれども、

ことしは対象者に対して２分の１上限で補助す

るということで、長井市のほうでは議会に説明

をしています。米沢市にはそういう県からの通

知は来ていませんか。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 県からは、今議員が述べ

られたような、調査は来ておりますけれども、

具体的に実施をするといったところではまだ私

どものほうはお受けしていないところです。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○８番（高橋 壽議員） 私もきょう、県の共産党

の議員団の事務局に県に直接確認をお願いした

のですけれども、県のほうではそういう方向、

つまり県が対象者に対して２分の１、市町村一

律100万円でなくて、対象者に２分の１補助する

ということで考えてはいるけれども、まだ正式

にそういう方向で行くとは決まっていないんだ

という話です。ただ、長井市が県の支出金とし

てこういうふうに２分の１の補助、長井市では

今年度２分の１出すということで議会に報告し

ていますので、恐らくそういう方向で行くんだ

ろうというふうに思います。米沢市は114円とい

う灯油の基準価格は持ちながらも、国や県がや

るのであればそれはやると、９月答弁と同じ答

弁を今されましたけれども、そうなりますと山

形県が対象者に対して２分の１上限で補助をや

るという話になればこれは当然やりますよね、

米沢市も。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 先ほども述べましたよう

に、補助の内容も検討しなければならないとい

うことなので、まず２分の１ということであれ

ば十分可能性はあるかなというふうに思います。

あともう一つは時期がいつ表明されるかという

ふうなこともございますので、その辺を確認し

てから判断させていただきたいというふうに思

います。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○８番（高橋 壽議員） そうしましたら、長井市

ではもう議会に、長井市は今議会間もなく終わ

りますけれども、最終日に追加議案としてこれ

を提案するという話で、議会に説明がありまし

た。県のほうにこの問題を確認していただけま

すか、米沢市から。長井市はそういうふうに県

の支出金で２分の１出すということですけれど

も、そういう方向でやるんですかということで

確認すべきだというふうに思いますけれども、

いかがですか。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 長井市に確認を。（「い

や、県に対して」の声あり）県に。はい、わか

りました。ただいま議員が述べられたみたいな

内容につきまして、私どものほうから県に確認

をしてまいりたいというふうに思います。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○８番（高橋 壽議員） なかなか財源的には難し

いところがあるというふうに私は思います。し

かも原油価格が下がってきたことに伴って灯油

価格が下がってきたという状況もありますので、

なかなか難しいところはあるかもしれませんけ

れども、やはり10年前の２倍の灯油価格だとい

うことをよく踏まえて、それからこの間何度も

申し上げましたけれども、灯油の価格だけでな

くて灯油の使用量というのは、やっぱり朝晩の

冷え込みが厳しい日が続くわけなので、そのこ

とも勘案して、ぜひ実施に向けて再度御検討を
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お願いしたいというふうに思います。 

  最後にちょっとお聞きしますけれども、米沢市

として財源が非常に問題だという話をされてい

ますけれども、どれだけの財源があれば大体実

施可能だというふうにお考えなんですか。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 単独での場合を想定して

でありますけれども、事務費含めて、ちょっと

おおよその額で申しわけございません、1,000万

円近くの額を想定してございます。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○８番（高橋 壽議員） 1,000万円確保できれば

実施する、できなければやらないということで

はなくて、やはり1,000万円全額確保できないと

いうことであれば、やはり困っている方々から

順位をつけて、困っている方々に限定して1,000

万円を割ってもやるという方向でぜひお願いし

たいというふうに思うんですよね。そこについ

ては以上です。なお、県に確認をしながら、再

度御検討ください。 

  最後に介護保険のところをお聞きします。 

  今まで要介護度１から５の方が入所できた、一

応待機ということはありながら入所要件の対象

になっていたわけですけれども、来年の４月か

らは３以上の方しか入れないと。それで、残る

方々がいるわけですよ。現時点で残る方々。そ

れから、来年度４月以降も入所したいという

方々は出てくるわけで、この方々をどうやって

支えていくかというのは非常に大事だというふ

うに思います。それで、今回の医療・介護総合

法の中では、要支援１の方々はこれまで介護サ

ービスを受けておられましたけれども、介護サ

ービスから外れると。そして市町村事業に移る

ということになっているわけですね。米沢市は

市町村事業として総合支援事業というのは来年

度４月から開始するんでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 日常生活総合支援事業に

つきましては、現在の計画では直ちに27年度か

ら実施というところでは今計画は立てておりま

せん。この事業の中身、現行で行っております

介護予防訪問介護、介護予防通所介護などのサ

ービスもございますけれども、それに加えまし

て新たな部分を実施するというふうな設定にな

ってもございます。したがいまして、そこら辺

を具体的にどのようなサービスで持っていくか

といったところも検討しなければなりませんの

で、まずは検討させていただいて、その後準備、

そして実施といったような手順を踏まなければ

ならないかというふうに考えているところです。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○８番（高橋 壽議員） そうしますと、これは２

年間延期できるという猶予期間があっての米沢

市の判断だというふうに思いますけれども、２

年たてばこれはやらざるを得ないという状況に

なるわけですね。 

  この案が示されたときに、全国の多くの自治体

ではそれはとても無理だと、財源確保できない

ということで、国に対して大変な抗議というか

反対の声が上がったわけですよね。それで、２

年間でここをどうするかという話があるわけで

すけれども、この議論は具体的に、今ちょっと

お話ありましたけれども、どういう形でどうい

うサービスをやっていくのかというのを決めて

いくのはどういう手順で行くんですか。これか

ら２年間、あるいは１年間になるかわかりませ

んけれども、猶予期間２年間の中で。私は基本

的にはこの総合支援事業というのはすべきでな

いというふうに考えています。しかし、法律で

決められたので、やらざるを得ない中でやっぱ

り検討する必要があるというふうに思うので、

その辺もう少し詳しくお聞かせいただけますか。

ニーズ調査か何かを改めてやって、それでやる

んですか。それとも、どういう形で組み立てて

いくのかお聞かせください。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 
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○菅野智幸健康福祉部長 今現在、６期の最終的な

計画の詰めを行っておりまして、あらかたのと

ころは完成しまして、パブリック・コメントと

いうのは実施しているんですけれども、総合事

業につきましては訪問サービスなり通所サービ

ス、ただいま申し上げましたように多岐にわた

るような内容になっているようでございます。

したがいまして、過日実施しましたアンケート

の結果、あわせて介護の運営協議会などとも協

議しながら、具体的な内容、これからどうして

いくかというところを、まずは来年度検討を開

始しなければならないといったところでござい

ます。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○８番（高橋 壽議員） ちょっと時間なので、最

後に確認しますけれども、この総合支援事業は

やらないという選択はできるんですか、米沢市

として。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 これまでの訪問、それか

ら通所などがこちらの総合事業のほうに落ちて

きておりますので、これについては本市として

も実施に向けていかなければならないというふ

うに考えております。 

○島軒純一議長 以上で８番高橋壽議員の一般質問

を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ３時１０分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時２０分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  この際、お諮りいたします。 

  本日の会議が定刻の午後４時まで終了しない場

合、会議時間を日程終了まで延長することにし

たいと思いますが、御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○島軒純一議長 御異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議を日程終了まで時間を延長

することに決まりました。 

  次に進みます。 

  一つ、原点に立ち返り、施策の展開を、17番渋

間佳寿美議員。 

  〔１７番渋間佳寿美議員登壇〕（拍手） 

○１７番（渋間佳寿美議員） 一新会の渋間佳寿美

です。 

  傍聴席の皆様、本日は師走の何かとお忙しいと

ころ、また雪が降る寒い中、議会にお越しいた

だきまして感謝申し上げます。ありがとうござ

います。 

  言霊を込めて質問をする前に、これまた言霊を

込めて一言申し上げさせていただきたいと思い

ます。 

  私は、この12月定例議会をもって議員を辞職い

たします。といいますのも、来春の地方統一選

挙においては県議会議員を目指すと決心いたし

ました。県議会議員を目指すと決心した以上、

市議会にとどまるべきではないと考えたからで

あります。心はあっちで体はこっちというのは

筋が通りません。筋を通させてください。よっ

て、今回が私の市議会一般質問最後の質問にな

ると思います。これまで２期８年弱、毎回のよ

うに質問できましたのは、ひとえに支援者、支

持者の皆様のおかげであります。改めて御礼を

申し上げる次第であります。さらに、私の議会

活動、議員活動を見守ってくださった多くの市

民の皆様にも感謝を申し上げる次第であります。

この場をおかりして申し上げさせていただきた

いと思います。 

  同じように、議員同僚、先輩各位、さらには市

職員の皆様にも御礼を申し上げたいと思います。

特に一緒に多くの時間を過ごした一新会の皆様、

兄、姉、弟と兄弟のような存在でありました。

時には兄弟げんかをしながら切磋琢磨できたこ
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と、誇りに思います。ありがとうございました。 

  やり残したことは多々ありますが、悔いはあり

ません。やり残したことについては、同僚議員

各位に引き継いでいただきたいなとお願いを申

し上げ、質問に移ります。 

  このたびの私の質問は、原点あるいは理念や筋

を通すといったことを念頭に置いて行います。

といいますのも、以前の一般質問で私は「志は

気の帥」と申し上げましたが、その志のもと、

いわば素志が原点になりますので、最も根本的

なものであり、大事であるという認識から、申

し上げる次第であります。政治判断に限らず、

人生の中においても迷うことがあるものと思い

ます。迷ったときに原点に立ち返れば、道はお

のずと見つかるもので、もし原点がなければ根

なし草、さまようばかりであります。事行政運

営に当たってそんなことでは、市民は漂流する

ことになり、多大な迷惑がかかるというもので

あります。よって、市政運営に当たり原点とな

っているものは何か、言いかえればどのような

理念を持って市政運営に当たっているか、まず

お尋ねいたします。 

  聞くばかりでは申しわけありませんので、政治

に携わる者として私の原点について少し触れさ

せていただきます。 

  私の政治の原点は、「国体を守る」ということ

１点に尽きます。引き継ぐ者がいる限り、進歩

は終わらないのであり、保守政治の根本「保守

したくば改革せよ」のことわりどおり、原点が

あるからこそ守るもののためにさまざまな改革

の提言をしてきたつもりであります。「国体を

守る」などと言うと大げさかもしれませんが、

地方がよくならなければ国がよくなるはずがな

いのであり、国をよくするためには足元の地方

をよくしていかなければなりません。「地方が

よくならなければ、国がよくなるはずがない」

とは、私の政治の師である遠藤武彦先生が40年

以上前から言っていることであり、さらには

「女性が地域を活性化する平成の時代」と、平

成から数えても四半世紀前から言っておりまし

た。ごく最近になって、地方と女性に目を向け

た、光を当てようとした内閣・担当大臣ができ

るまでになりました。原点・根本精神を持って

政治に臨んだ姿を身近に見ていた者として、感

慨深いものがあります。 

  引き継ぐ者がいる限り、進歩は終わりません。

私が引き継ぐのだという強い意識を持って、よ

うやく光が当たりつつある地方において、地方

創生の観点で次の質問に移ります。 

  現在、衆議院議員選挙の最中でありますが、衆

議院解散直前に「まち・ひと・しごと創生法

案」いわゆる地方創生法案が成立いたしました。

衆院選の結果がどうであれ、法律として成立し

たもので、今後の地方にとって重要であること

は変わりありません。 

  その地方にとって重要な法律である「まち・ひ

と・しごと創生法」は、人口減少に歯どめをか

け、東京一極集中を是正し、地方に魅力を創生

することによって地方へ人、物、金の流れをつ

くることにあります。人口減少という大問題と、

地方経済活性化という喫緊の課題の双方を一体

化した形での政府の重要課題でもあります。

「まち・ひと・しごと法」関連制度や予算の詳

細はまだ不明な点があるからといって、待ちの

姿勢であることは市民生活を考えたときに許さ

れるものではありません。今から立案し、米沢

に活力をもたらさなければなりません。本市行

政として、地方創生法に基づき何かしら手だて

を今から打たなければならないと考えておりま

すが、その思いはあるでしょうか。魅力ある地

方創生のあり方は、法律制定以前にも多くの先

進事例があります。むしろそういった先進事例

があるからこそ、法律が制定されたかのように

も思えてきます。 

  地域の１次産業を効率化し、その産品に磨きを

かけ、加えて６次産業化までして、経済活性化
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を実現しようとする自治体もあります。また、

「子供を安心して育てることのできるまち」と

いうことをスローガンにして、子育て世代の積

極的な呼び込みに力を注ぐ自治体もあります。

さらに、医療・介護に特化して、それをもって

都会の高齢者の流入を促し、そこに若者の雇用

の場を確保しようとする自治体の動きもありま

す。いずれにしても、その核となるのはその地

域の利点・特色を最大限に生かし、そこから地

域独自の経済を創生していこうとする発想であ

り、挑戦であります。地方創生政策を本市でも

する意思はあるかと尋ねられれば、あると答え

るのは当たり前で、本市行政が米沢の特徴・利

点を知り尽くしているならば、具体案でなくて

もその方向性ぐらいは出せるはずです。どうい

った地方創生政策なのか、お答えいただきたい

と思います。 

  さて、そういった地方創生政策にしても、あら

ゆる施策の根本・原点になるのは裏づけとなる

財源であり、財政政策であります。その財政政

策あるいは財政運営についてお尋ねいたします。 

  さきの決算議会終了後から予算編成に当たって

いることと思いますが、そこには厳しい財政事

情を背景に本市行政各課担当に対し経費削減を

求めております。市民サービスにも影響を与え

るような事業にも削減を求めているようであり

ます。財政という最も基本的な施策で失敗して

いると言っても過言ではありません。これまで

議会側から何度となく財政に寄与するような施

策の提言をしてきました。最近では、ふるさと

納税について、ことし３月定例議会からずっと

活用するよう繰り返し求めておりました。直接

的な財政への寄与もありますが、間接的に農業

を初めとする産業振興にも結びつくものとして、

求めてきたのであります。しかし、市長は愚に

もつかない理由でふるさと納税の活用をせず、

産業振興にも結びつけずに来たのであります。

この12月定例議会になってようやくふるさと納

税を活用する議案を出してきましたが、この間

農業情勢は厳しさを増し、「離農したい」との

農家の声も聞かれました。遅きに失した感は否

めません。米沢市行政は何をやっているんだと、

怒りも新たになります。 

  ふるさと納税だけではありません。財政や広義

の財政に寄与する施策として、以前住民公募債

の提言をさせていただきました。これも答弁は

後発の優位性とか、山形県の他市町も行ってい

ないなどと、これまた愚にもつかない理由でし

た。私が住民公募債を提言してから、鶴岡市で

水族館建設に当たりドリーム公募債を募集しま

した。公募もすぐ集まり、またそれによってで

きた施設も市民参加でできた施設ということも

あって、すごい人気となっております。そして、

観光業を初め市民生活に潤いを与え、まさしく

ドリーム、夢を与えております。 

  余り比較すると米沢市政がみじめに思えてきて

しまいますので、やめておきます。が、申し上

げたいことは、財政に対しこれまで述べたこと

以外にも何度も議会から提言を繰り返しておき

ながら、一向に実行せず、いたずらに厳しい財

政運営に至っているということであります。議

会からの提言に限らず、市行政が何かしら財政

に寄与するような施策を実行していて、それで

も厳しい財政事情というのなら理解はできます。

しかし、わかりやすく言えば無策のままで財政

難を招いたとしか言いようがありません。無策

のツケで、市民への行政サービスの低下を招か

ざるを得ない状況になったことにどう感じてい

るのでしょうか。また、今後どのような理念を

持って財政運営に臨むのかお答えください。 

  私は、このような状況になったのはひとえに市

長によるおごりがあったからだと思えてなりま

せん。新文化複合施設の建設に当たっては、

我々議会、さらに市民に対し「財政運営は健全

になされている」と市報にまで書いて信頼させ

ました。しかし、今となってはどうでしょうか。
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市職員に行政サービスを見直させ、一律にカッ

トせよなどとおふれを出して、市民サービスの

低下を招いているのではないでしょうか。 

  原因を見るには、やはり原点に立ち返る必要が

あります。つまり、「権力は腐敗する」という

政治の大原則があります。どんなにすぐれた立

派な政治家であっても、権力が集中する市長と

いう立場において、長く続けばよどんでしまう

ものなのであります。もとより市長は多選批判

で立候補したことは紛れもない事実であります。

安部市長がかつて言った首長の多選批判に対し

て、それを禁止する条例を制定している自治体

もあります。私が所属する政党では、首長の４

選以降の公認なり推薦は原則認めておりません。

「権力は腐敗する」「絶対的権力は絶対的に腐

敗する」という原点を、少なくとも私が所属す

る政党は知っているからであります。近隣の国

において、長く同じ人が行う政治体制、絶対的

権力は腐敗を通り越して人権侵害までも行う非

道ぶりまでに至っており、「権力は腐敗する」

ということは歴史なり現実が証明しております。

現に、民主主義の先進地と言われる国では、大

統領など為政者は２期８年しか権限を与えられ

ておりません。「権力は腐敗する」という大原

則・原点に立ち返り、他自治体でも制定してい

る首長の多選禁止条例を制定してみてはいかが

でしょうか。お尋ねいたします。 

  いずれにしても、原点あるいは理念というもの

を柱にして質問してきました。言いかえれば筋

を通していくということだと思います。筋が通

っているなと言われる米沢市政になるよう希望

し、壇上からの質問を終わります。 

○島軒純一議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの渋間佳寿美議員の御

質問にお答えをいたします。 

  私から、全てお答えをいたします。 

  最初に、市政運営における理念についてお答え

をいたします。 

  私は、市長就任以来「市民が主役」を第一の旗

印として市政運営をしてまいりました。御質問

の原点・理念に当たるものと言ってよいと思い

ます。この「市民が主役」の大きな要素の一つ

に、「市民が市政に参加する」というものがあ

ります。具体的には、これまで米沢市協働推進

条例による協働提案制度、市民公益活動支援事

業、そして輝くわがまち創造事業など、市民が

まちづくりへ参加・参画するための環境を整備

してきました。この結果、みずから市民がまち

づくりに参加しよう、参画しようという意識が

醸成されてきていると見ております。 

  次に、地方創生に関してですが、地方創生は地

域の活力を維持し、東京への一極集中に歯どめ

をかけ、少子化と人口減少を克服することを目

指す総合的な政策の推進であり、国では年内か

ら年明けには基本的方向を示す５カ年計画「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、閣

議決定する予定です。国で進める地方創生の具

体的な内容は今後示されるものと思いますが、

企業が東京から地方に移転する場合の税制優遇

措置や燃料購入補助、子育て支援等、そして自

治体の裁量で可能となる新しい交付金の設置な

どが盛り込まれることが検討されています。 

  「まち・ひと・しごと創生法」では、都道府県、

市町村の各地方自治体においても地方版総合戦

略の策定を求められており、国の総合戦略につ

いてまだ内容は明らかではありませんが、人口

の現状、将来見通しを踏まえ、客観的指標を設

定する予定であり、本市においても国及び県が

策定する内容を踏まえた総合戦略の策定が必要

であると考えています。 

  人口減少に歯どめをかけるため、本市の総合戦

略では本市の基幹産業であるものづくり産業を

振興することにより、雇用を維持し、創出して

いく視点が重要であると考えています。そのた

めにも、引き続き企業立地の促進を進めるほか、
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今年度厚生労働省より採択されました実践型地

域雇用創出事業に盛り込まれたさまざまな取り

組みを進めるとともに、山形大学工学部で研

究・開発を進める有機エレクトロニクス分野に

おける産業化を初めとする取り組みを継続して

支援し、産学官金の連携を図って、まちの活力

を高めていきたいと考えております。 

  続いて、財政運営と首長多選についてでありま

すが、まず御説明しておりますような財政状況

になりましたことはまことに申しわけないと思

っておりますが、少子化対策など将来を見据え

た重要事業に引き続き重点的に取り組むととも

に、市民サービスを安定的に持続させるために

は収支バランスを早急に改善する必要がありま

す。このため、平成27年度の予算編成につきま

しては、全ての事業を見直すことを基本方針と

しております。手始めに、内部管理費を徹底的

に削減し、市民サービスへの影響をできるだけ

抑えるよう最大限努めていきたいと考えており

ますので、御理解と御協力をお願い申し上げま

す。 

  そして、最後に多選についてのお話がありまし

たが、まず前提となる事実について誤解がある

ようですので、その点からお話をいたします。 

  私は、多選批判をしたということがありません。

ただし、前市長の助役の方が前市長の後継者と

して出馬をされた際、すなわち私が市長に当選

したときの選挙でありますが、前市長の実質上

６期目となるような市政でよいのかということ

を主張はいたしました。もし御疑問がありまし

たら、選挙のたびの新聞記事等マスコミを見て

いただければ、どこにも多選批判の記事、事実

は載っていないはずであります。 

  そして、私自身についてでありますが、まず御

質問で、地方自治体の首長でありますから、す

なわち知事とか市町村長において何期務めれば

多選なのかという定義が御質問になかったよう

に思います。また、仮に地方自治体首長の場合

何期以上が多選だという定義をされた場合でも、

市政運営に問題があるからやめるべきなのか、

あるいは問題がなくとも何期以上務めたらやめ

るべきなのかというような論点の分かれという

のがございませんので、その辺のところを整理

されて、御質問をいただければ答えやすいかと

いうふうに思います。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 壇上で質問した順番

で、再度質問席からのものとしたいと思います。 

  市政運営の原点・理念、「市民が主役」という

ことでありました。これは当たり前のことなん

ですね。主権在民という、イロハといいますか、

中学校の社会科で習う話なんですよ。それを原

点というのは、ちょっと残念だなと思いますね。

そして、この理念については私この２期８年の

間何度か聞いた覚えがあります。その都度その

都度市長の理念は変わるんですよ。市政運営の

理念は何だと。議事録をひもとくと、「豊かさ

とやすらぎ共に創りあげるときめきの米沢」、

それが私の理念だと言うんですね。そして、今

回は「市民が主役」と。原点というのは、ぶれ

ないものなんですよ。原点がぶれていたら、市

政運営もぶれますよ。聞くたびに変わるという

のはやめていただきたいですね。根なし草にな

れば、市民は漂流するばかりと言いました。大

体私の質問というのはほかの議員とダブること

はありません。しかし今回、私の後に山田富佐

子議員が「本市の基本理念は何か」と聞くこと

になっているようであります。ダブらないんで

すけれども、やっぱりみんな不信なんですよね。

そう思うぐらい。改めて聞きますけれども、

「今まで言っているのはこうだけれど、これ

だ」というのは何なんでしょうか。お答えくだ

さい。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 まず、原点・理念というのは最



- 133 - 

も当たり前なことだからこそ原点・理念と言う

のだというふうに思います。あるいはもう少し

詳しく仕分けをしますと、原点は最も当たり前

のことが原点であるべきだというふうに思って

います。そういう意味では、「市民が主役」と

いうのはこれは当たり前だからこそ一番大事な

ことだというふうに思っています。 

  そして、原点・理念と聞かれてさまざまに答え

ているのではないかという御質問でありますが、

御質問者の趣旨、要するに何を質問しているか

という、その質問にそれぞれ答えているわけで

ありますので、何か矛盾したことを言っている

というようなことではありません。ついでに申

し上げますと、総合計画のスローガンである

「豊かさとやすらぎ共に創りあげるときめきの

米沢」というのは、これは米沢市が目指す理想

の姿、あるべき姿でありますので、それが理念

でないかとなれば当然これは理念ではあるわけ

です。ただ、御質問というのは質問の趣旨をず

っと質問者が述べられて、こういう趣旨でこの

ことを聞くという仕組みになっていますので、

ずっと質問の趣旨を述べられて質問されていま

すから、それに答えて「市民が主役」というふ

うなお答えをしているわけであって、決して何

かぶれたりとか、その都度適当なことを言って

いるということではないことをまず御理解をい

ただきたいというふうに思います。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 質問の趣旨がわかっ

ていないのは、多分市長だけですよ。みんなわ

かっています。残念ながら。答えに窮して、質

問の意図がわからんと質問者のせいにしないで

いただきたい。 

  いずれにしても、そういうふうになっているか

ということなんですよね。市民が主役、市民を

大事にする、それは当たり前のことなんです、

じゃあそういうふうになっているかというと、

またそうなっていないということも次以降の質

問で申し上げたいと思います。 

  本市の地方創生政策、方向性を聞いたんですけ

れども、ものづくり、本市の特徴であると、そ

こを伸ばしていくということなんですけれども、

地方創生政策というのはその土地、その土地の

強みあるいは特徴というものを生かすというこ

とになっているわけですから、そこで一緒に、

ここも原点、根本的な話なんですけれども、米

沢市の強み、あるいは特徴というものをどうい

うふうに捉えているかお答えください。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 先ほど申し上げなかったことも

含めて、３度目の質問ですからお答えをしたい

というふうに思います。（「手短に」の声あ

り） 

  そもそも産業構造というのは重層的であるべき

だというふうに思っております。それは何かと

いうと、工業、商業、農業、観光、サービス業、

それぞれの産業がバランスよく発展していると

いうことが何よりも大事だというふうに思いま

す。一つの産業、一つの企業だけがあると、そ

れが幾ら大きくても、あるいは逆に大きければ

大きいほどその分野がだめになれば、あとその

まちは火が消えたようになる。その大きい会社、

すなわち企業城下町と言われますが、その企業

がなくなってしまえばまちは火が消えたように

なります。ですから、そうでなくて、経済状況

はさまざま波がありますから、その波を乗り切

っていくには先ほど申し上げたいろんな分野の

産業がバランスよく発展している、すなわち重

層構造になっていることが何よりも大事だとい

うふうに思います。そういう中で、米沢市はと

りわけ先ほども申し上げましたがものづくり産

業が基幹となっておりますので、米沢の強みと

いえばまずものづくり産業ということになりま

すが、ただしそれだけがあるわけでなくて、ほ

かのものもそろっておりますし、ただしそろっ

ているものを伸ばしていくという、そういう考



- 134 - 

え方でいるというのもまた一つの強みかという

ふうに思います。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 壇上で申し上げたよ

うに、これはもう法案で通ったわけですから、

あとは選挙後、制度として、あるいは予算とし

て出てくるわけですから、もうすぐそこに入っ

ていくというような体制が必要だと。そう思っ

ているじゃなくて、体制づくりもしていくべき

だということを申し上げます。 

  そういった地方創生政策にしても、いろんな政

策にしても、何かをやるときの裏づけとなるの

はやっぱり財源ですよね。全ての事業を見直す

とかいろいろ言っているんですけれども、ここ

もやっぱり根本的に聞きたいんですよ。私根本

がないからしくじっているという思いですから、

財政政策についての理念は何ですか。財政運営

でもいいです。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 一番大事なことは、かつて米沢

市は赤字財政で再建団体になったことがありま

すが、そのときの話をいろいろ先輩の方々から

お聞きしています。そうすると、当時の自治省

のコントロール下に入ってしまって、独自の政

策が何もできなくなってしまったというお話を

聞いております。そのようなことにならないよ

うに、要するに独自の政策が展開できるような、

そういう体力をきちんと持った財政ということ

が大事だと思っています。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） そうなっていないで

すよね。経常収支比率93％以上に間違いなくな

るというさきの報道でありました。私が市長な

ら、財政運営の理念はこうだと、「入るをはか

りて出るを制す」、一言で言うとこれですよ。

入ってくるお金をはかって、出ていくお金を制

す、これですよ、財政の基本は。その「入る」

のほうですけれども、今回財政難だ財政難だと

記者会見までして、今回赤字が10億円になりそ

うだといったときに、交付税が入ってこなくな

ったと。まるで他人事です。見通しが甘かった

と言わざるを得ません。そして、「入るをはか

る」、国からの交付金、空に口をあけてあめ玉

が落ちてくるを待っているみたいなんですよ。

そうじゃなくて、取りに行く、その姿勢が大事

じゃないかと。その一つとして、ふるさと納税

ということをずっと言ってきているわけですね。

けれどもやらない、やらないと。ようやく県と

かいろいろやってきたから、12月定例会、今回

出してきているわけなんですけれども、それが

ないと言っているんですよ。依存財源が足りな

いとかそうじゃなくて、市税として入ってくる

ように何かしら施策を打たなければいけないん

じゃないんですかと言ってるんです。わかりや

すく言うと、市民がもうかれば市税が入るんで

すよ。だから市民がもうかる施策をすべきじゃ

ないかと。それがないんじゃないですかと言っ

ているわけですから、いかがですか。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 それでは、今の御質問、中身が

３つありますので、整理してお答えをいたした

いと思います。 

  まず、国から交付金が入ってこなくなったとい

う点に関しましては、総務部長より詳しく御説

明を……（「要らない」の声あり）簡潔に詳し

く御説明をいたします。 

  そして、ふるさと納税については前にも申し上

げたわけですが、重ねて御質問がありましたの

で……（「そんな質問してないよ」の声あり）

重ねてお答えをいたします。（「質問してない

こと答えなくていいよ」の声あり）質問されて

いないんですか。（「してないよ。もうかるよ

うな施策をしたらいいんじゃないですか、どう

ですかと聞いているんです」の声あり）わかり

ました。それでは、ふるさと納税についての経

緯、あと今回方向転換をした経緯については申
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し上げたいことはあるわけですが、御質問され

ていないということなので、それはお答えをい

たしません。 

  そして、新たな収入をはかる道、これは極めて

大事だというふうに思っています。全く御質問

のとおりだというふうに思います。それで、問

題はこういうことが肝要だというふうに最近思

っております。それは、大きく入るものだけ狙

わなくても、少しでもとにかく入るようにとい

う、そういうような政策、すなわち大政策だけ

でなくて小政策、あるいは直面する応急的な政

策であっても決してはばかることなくやってい

くべきだというふうに思っております。そうい

うことから、今回の議会で何度か部長等より話

がありました横浜のライオンズクラブと交流し

て信頼関係をつくってまいりましたので、そこ

から何か取引ができないかとか、荒川区とも信

頼関係を時間をかけてこつこつつくってきまし

たので、大消費地である東京の特定の区と取引

できないかというような、今さまざまなところ

で展開をいたしているところであります。当然

従来から行ってまいりました企業誘致、あるい

は山大の新産業の支援なども続けていく考えで

す。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 「入るをはかりて」、

そのはかるのも計算のはかるも必要ですが、政

策をはかるという部分、その意味での「入るを

はかる」という部分が必要になってきますので、

そこが抜けていると。今度市長も頑張っていく

という話ですので、そこはきちんとやっていた

だきたい。 

  今度は「出るを制す」、出るほうですね。今回

消費税増税の影響で出ていくお金が大きくなっ

たから赤字がふえたというような言いわけをし

ておりますけれども、これは我々もう３月定例

議会のときに総括質疑で言っているんですよ。

なりますよと。増税になったときの市の物品費

とかがかかってくるから、対応・対策を練った

ほうがいいですよと。つまり、我々は市民の代

表ですよ、議員は。そして議会からいろいろな

提言をしている。さっき市長が市民こそ主役と、

私も市民の代表として言葉を発しているんです

けれども、主役の意見聞かないじゃないですか。

だから理念も何もかもぐちゃぐちゃになってい

るんですよ。「出るを制す」、消費税対策をち

ゃんとすべきだと申し上げましたが、結果的に

はだめだったと。何が悪かったんですか。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 その点につきましては、総務部

長よりお答えします。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 交付税の中には当然需要額と

して消費税分の伸び率が計上されるというふう

に思っているわけです。これについては、交付

税の中に需要額が入っているようだと思ってお

りますが、一方で職員の給与費は、国全体で行

革を進めるということで、交付税の中で積算す

る場合に相当圧縮されて組み込まれているとい

うふうに思っております。我々独自に削減しま

した給与、それから消費税については交付税と

して入っていると思われますが、一方で国全体

での行革が進んで、まず交付税が減っているの

ではないかと。 

  それから、先ほども申し上げましたが、国の別

枠加算が大幅に削減されております。そういっ

た影響もあって、「入る」の部分が３億円ほど

減っているというふうに考えております。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 最初から懸念を示し

て、想定外だったとか、もうこの節通用しませ

ん。しっかりと総務部門でやっていかなければ

ならない部分です。 

  なかなか期待できないものですから、改めて財

政についてちょっと詳しく聞きたいと思います。 

  市長、今回財政の硬直度、自由度を上げていき
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たいと、いわゆる経常収支比率を下げていくと、

97％ぐらいではとても、３％ぐらいしか自由度

がないということで下げていくと、それはいい

んですけれども、この経常収支比率についての

認識なんですが、以前、平成24年、２年前の３

月定例議会の予算委員会で島軒議長、当時は議

員で、当時の名前で呼びます、島軒議員が「経

常収支比率96.4％、つまり新しい投資的な仕事

ができづらい」と。「とにかく単年度予算でし

かやらないような雰囲気の予算組みになってい

るのではないか」ということを問いただしてい

るんですね。そして市長は「経常収支比率につ

いては多少の低い高いはあるが、大体地方自治

体が置かれている状況は似たような状況である

と思う」と答えています。それで、また改めて

今度１年後の平成25年３月の予算委員会で同じ

ように島軒議員がやっぱり財政の問題というこ

とで聞いているんです、市長に。「市長の財政

に対する一般的結論としての考え方についてお

尋ねしたい。市長に経常収支比率の認識につい

てお聞きしたい。昨年お聞きしたときは他市町

もそのようなものだというような趣旨の発言が

あった。どうなんだ」と。市長は「特別認識が

変わっているわけではなく、どこの自治体も厳

しい中で米沢だけが特別厳しい状況ではないと

捉えている」と答えているんです。今、改めて

経常収支比率93％以上になるということについ

て、同じ質問をしますけれども、どう答えるで

しょうか。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 お答えする前に、その前提とな

る共通認識があったほうがよいと思いますので、

先ほど御指摘のあった時点で他の自治体よりも

米沢が突出していたかどうか、総務部長がお答

えしてからお答えします。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 現在95.3％でございますが、

その率につきましては県内13市中13位、それか

ら県内35市町村中恐らく最下位かと思っており

ます。 

○島軒純一議長 それは悪いという意味ですよね。

須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 はい。一般的には経常収支比

率の考え方については75％から80％が妥当だと

言われております。90％を超えると硬直化と、

そういうことなので、十分に高いというふうに

認識しているところでございます。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 要するに、過去の資料の時点で

は米沢だけが突出して高いという状況ではない

という意味でお答えをしているはずです。ただ、

そこから下がればよかったのですが、そこから

下がらないで今は突出してしまっている状況と

いうふうに御理解いただければと思います。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） その認識が相当甘い

んですよ。答弁書を見ると米沢だけが特別高い

わけじゃないと、ほかの自治体も一緒だと、２

年連続で同じ答えをしているんですね。そして

私調べましたよ、全国の経常収支比率。今、

1,742市町村あります。そのうち90％以上、590

の自治体、80％台が906の自治体、70％以下、

60％も50％も40％も、30％というのもあるんで

す、246あるんです。ほとんどがうちと一緒だみ

たいなことを言って、その認識が今の財政状況

を生んだんですよ。認識の甘さなんですよ。壇

上で「申しわけないと思っている」と言ってい

ますけれども、そこの認識の甘さについても改

めて謝ってもらいたいんですが、いかがですか。

（「私もお答えしますが、総務部長がお答えし

てから」の声あり） 

○島軒純一議長 いや、謝ってくださいという内容

なので、それは。（「謝る気がなかったらいい

です。結構です」の声あり）渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） ちょっとその認識が

甘いんですね。24年、25年、２年前、１年前の
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ときが、ほかも経常収支比率は大体似たような

ものだからと言って、そして今だと。認識が甘

いと指摘させていただきます。 

  そして、壇上で私申し上げました新文化複合施

設、あれを建設するんだと皆さんに市報でお知

らせしたときに、財政はどうですかと、大丈夫

ですと書いてありますね。議長の許可を得て、

そのときの市報のデータ、これは鈴木章郎議員

が本当は使う予定だったらしいんですけれども、

使わなかったので私が借りました。私はもとも

と紙で説明する予定だったんですが、ちょうど

いいものがあったので、お借りします。 

  これは市報のデータなんですよ。こういう市報

のグラフを見ると、いかにも財政大丈夫ですよ

と、借金少ないですよと、あります。しかし、

これ相当手の込んだ、上手につくったなと思っ

て。総事業費を約49億円とし、平成22年６月に

作成。このときに、いいですか、49億円ですよ。

今事業費幾らになっているんですか。57億円で

しょう。57億円。図書館だけに限って言えば、

15億円で計算しているんですよ。今15億円です

か。そうやって昔のデータを出して、いかにも

みたいに信頼させる。これはだましですよ。市

報を使った虚偽。とんでもない話ですよ。いか

がですかね。市報の中には、財政状況は大丈夫

ですかというふうにＱ＆Ａで書いてあるんです。

そして、ちゃんと計算していますから大丈夫で

すというふうに答えています。ところが、現実

は今の現実です。これはどう説明するんですか。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 お答えする前に、１つ誤解があ

るというふうに思っています。当然国からの補

助というのがありますので、今おっしゃってい

る数字のとおりの差が出ているわけではありま

せんので、まずそのところを企画調整部長より

御説明をしてから、私もお答えをいたします。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 そのパネルは御指摘のと

おり平成22年に作成した資料で、広報に２回ほ

ど掲載させていただきました。その段階では、

当初の事業計画については約50億円弱を想定し

て、その中で国費分を除いた分で起債発行額を

想定してどういうふうに推移するかというふう

な、借金の残高の推移をあらわしたものであり

ます。途中経過の中で、確かに資材等の高騰、

それから工期の延長等も今回あったわけであり

ますが、全体の事業費が拡大しているのは事実

でございます。ただ、当初想定をさせてもらっ

た、その資料をつくった段階では、約４割の国

費を充当して、その残り分については全部市税

等でこの借金を返していくんだというふうな想

定をしておりましたが、その後この制度につい

て一部地方債については交付税措置が認められ、

拡大されてまいりました。それから、折しも経

済対策がありまして、この事業に対して補正予

算債を充当することが可能になりましたので、

市税等でもって償還する額と負担する部分につ

いては当初の予定額とほぼ同水準でございます。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 今の企画調整部長の説明と、そ

れからもう一つ、新文化複合施設は一定の期間

で建設費を返済していくわけですから、そうい

う意味では今財政状況が確かに厳しいわけです

が、厳しいからといって新文化複合施設を建設

していること自体がもう米沢市の財政状況を決

定的にだめにするという、そういうことではな

いというふうに思っています。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 私が言っているのは

そういうことじゃなくて、市報に大きな事業を

実施するのに市の財政大丈夫という、25年２月

１日の市報にあるんですよ。それで、健全な財

政運営を行っていますと。健全じゃないから今

さまざま各課に対してシーリングをかけている

んじゃないんですか。そして行政サービスの低

下、市民サービスに影響があるようになってい
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るんじゃないですかね。本末転倒なんですよ。

先ほど齋藤千惠子議員の質疑にもありました。

これはやっぱりしくじりですよ、本当に。認識

の甘さから来て、なおかつこうやっていろいろ

信頼させて。もっと例えばこれの事業費を抑え

ていれば、今もう少しは楽になっているかもし

れない。まだ公債費は発生していませんけれど

もね。そういうことが読めてくるわけですよ。

余りうそとか書かないで。今の現状と乖離があ

るわけですから。 

  それで、シーリングを行っていないみたいなこ

とを言っていましたけれども、本当ですか。や

っているんじゃないんですか。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 これも誤解があるので、私から

お答えをいたします。 

  シーリングをかけていないという話ではなくて、

一律のシーリングだけで事足りるという、そう

いうことではないんだと。先ほど少子高齢化対

策、子育てのことを挙げましたが、それだけで

なくてやっぱり重点項目というのがありますか

ら、当然わかりやすい言葉で言えばでっこびは

っこびがあってという、そういうことになって

いきますので、一律のシーリングだけで終わる

ということではないです。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 一律のシーリングで

はないと。けれども、総務部長の名前で各課の

課長宛てに出している予算編成方針、10月17日

付で出していますよね。一律ではないですよ。

0.9でやれとか、0.7でやれとか、0.95でやれと

か、0.5でやれというのもあります。一律にやっ

ていないという、そういう問題じゃないんです。

下げろという話じゃないですか。これはまずい

なと思うのは、そこには修繕料も入っているん

ですね。0.9にしろと。１割下げろと。修繕とか

は、やっぱり早目に直したほうがいいという部

分が多々あるんですよ。大きく壊れたから直す

よりも。ここはシーリングをかけるべきじゃな

い。だから市民生活に影響が出るんじゃないか

と。財政運営の失敗から、市長の認識の甘さか

ら、こういったことに影響が出ているというこ

とを申し上げておきます。 

  私はやはり財政というのは一番基本だと思うし、

やっぱりうそとかはまずいですよ。そして、

我々はこの財政についても議会から相当言いま

した。ところが、なかなか聞く耳を持たない。

我々も市民の代表者で、市民の声を届けようと

しているんですが、届いていないんです。「市

民が主役」と言いながら、主役たる市民の声を

聞かない。これは長く続けているとそうなって

しまう、「権力は腐敗する」という原理・原則

に基づいているんじゃないかなと私は感じてい

るわけです。 

  そして、任期の定義がないとか、問題がなけれ

ば続けていいのかじゃなくて、自動的なんです

よ。壇上で言ったでしょう。どんなすぐれた立

派な政治家であっても、すぐれた人でも、長く

続けば周囲がよどんでしまうんですよ。ですか

ら、ここは３期12年、日本のほかの自治体で導

入しているのは３期というのが多いです。なお

かつ私が所属する政党も３期というのが妥当で

あろうと。アメリカは２期ですね。民主主義の

国。私の所属する政党は自由民主党、民主主義

というものを標榜しております。近隣の国は長

く同じ人が続けている国、市長がそういった思

想信条に基づいているという考えでよろしいわ

けですか。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 答えられないと。残

念ですけれども。 

  そして市長、多選批判をしたことがないと言っ

ていましたね。これもうそついちゃだめですよ。

平成11年11月22日発行選挙公報、米沢市選挙管

理委員会。無所属、安部三十郎、46歳。開かれ

た市政、長期政権の交代。長期政権の交代と言
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ってるじゃないですか、選挙公報に。多選批判

した覚えはないなんて、何にも書いてないなん

て、うそ言っちゃだめですよ。あなた自身が言

っているんですよ。長期政権の交代と言ってる

んですよ。これはおわびして訂正したほうがい

いですよ。多選批判した覚えはないなんて。あ

るじゃないですか。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 そこには何期と書いてあるんで

すか。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 書いていません。私

が書いたものじゃないので。あなたがどう思う

かなんですよ。何て書いてありますかって、自

分が書いたんでしょう。自分でわかるでしょう、

そんなものは。何を言ってるんだ。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 ですから、先ほど申し上げまし

たが、何期で多選だとか、そういうことは言っ

た覚えがありませんし、ただ前市長が５期で引

退されて、助役が出られたときに、前市長の実

質的な６期目に当たるのではないかと、そうい

う批判をしたということであって、具体的に何

期が多選だとかそういう話はいたしておりませ

ん。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） そういう子供じみた、

何期とか数字の話じゃないんですよ。あなた自

身が長期政権交代と言っているんですよ。この

ときどういう長期だったんですか。これは髙橋

幸翁さんの後じゃなくて、髙橋幸翁さんとの勝

負のときですよ。長期政権の交代と言っている

じゃないですか。これは何期をイメージしてい

るんですか、逆に言うと。どういうイメージで

書いたんですか。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 いわゆる多選批判というのは、

何回以上重ねて悪いという話であって、この長

期というのは抽象的な話でありますので、

（「あと40秒」の声あり）対立候補の何期とい

う期数を捉えて言っているわけではありません

ので、そのところを御理解いただきたいと思い

ます。ですから、今私は３期目ですが、３期目

の市政ですら長いと思う方は長期というふうに

言うと思います。ですから、何回重ねて悪いと

いうことと、何が長期だというのはまたこれは

微妙にニュアンスが違っていますので、それを

もとに御批判されてもお答えすることができま

せんので、きちんと何期以上は長期だとか、そ

ういうふうにおっしゃっていただいたほうがい

いと思います。 

○島軒純一議長 以上で17番渋間佳寿美議員の一般

質問を終了いたします。 

 

 

 

  散    会 

 

○島軒純一議長 以上をもちまして、本日の日程は

終了しました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

 

  午後 ４時２０分 散  会 
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